
決算特別委員会会議記録 

 

決算特別委員長  三浦 正臣    

 

１ 日 時 

   令和５年１０月１６日（月） 午前１０時００分から 

                 午後 ４時１０分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   三浦正臣、後藤慎太郎、御手洗吉生、穴見憲昭、岡野涼子、首藤健二郎、今吉次郎、 

太田正美、森誠一、木付親次、麻生栄作、阿部英仁、福崎智幸、吉村尚久、高橋肇、 

二ノ宮健治、守永信幸、澤田友広、戸高賢史、猿渡久子、佐藤之則 

 

４ 欠席した委員の氏名 

な し 

 

５ 出席した委員外議員の氏名 

   中野哲朗、宮成公一郎、清田哲也、大友栄二、堤栄三 

 

６ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   福祉保健部長 工藤哲史、土木建築部長 三村一、警察本部長 種田英明 

 ほか関係者 

 

７ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 

 

８ 会議の概要及び結果 

第７９号議案令和４年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第８１号議案

令和４年度大分県国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について、第８２号議

案令和４年度大分県母子父子寡婦福祉資金特別会計歳入歳出決算の認定について、第８

８号議案令和４年度大分県臨海工業地帯建設事業特別会計歳入歳出決算の認定について

及び第８９号議案令和４年度大分県港湾施設整備事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて審査を行った。 

 

９ その他必要な事項 

   な し 

 

 



１０ 担当書記 

議事課委員会班  主任     松井みなみ 

   議事課委員会班  主幹（総括） 秋本昇二郎 

   議事課委員会班  副主幹    吉良文晃 

議事課議事調整班 主査     羽田野正洋 

   議事課委員会班  主査     飛鷹真典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



決算特別委員会次第  

 
日時：令和５年１０月１６日（月）１０：００～ 

場所：本会議場 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 部局別決算審査 

  （１）福祉保健部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

  （２）土木建築部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

  （３）警察本部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

 

３ その他 

 

 

４ 閉 会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

三浦委員長 ただいまから本日の委員会を開き

ます。 

まず審査に入るに先立ち、１２日の商工観光

労働部での部局別審査において要求された資料

について配付したので報告します。 

また、１３日の企画振興部での審査において

麻生委員からホーバーの貸付契約が議会の議決

対象になるか確認をとの意見があった件につい

ては、地方自治法及び大分県県有財産条例を確

認し、対象外であることが確認できたので報告

します。 

 それでは、この際付託された議案を一括議題

とし、これより審査に入ります。 

 本日は土木建築部、福祉保健部及び警察本部

の部局別審査を行います。 

 これより土木建築部関係の審査を行います。 

 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、土木建築部長及び関係課室長の説

明を求めます。 

三村土木建築部長 まず初めに、令和４年度決

算特別委員会審査報告書に対する措置状況報告

書について、２点御説明します。なお、本日は

ＳｉｄｅＢｏｏｋｓ（サイドブックス）のペー

ジ通知機能を使用するので、タブレットの画面

右下に青い通知が出たらタッチしてください。 

それではタブレットの資料番号１３、１１ペ

ージを御覧ください。 

まず（２）収入未済の解消について、県営住

宅使用料の収納状況です。収入未済額の縮減を

図るため、滞納の早い段階からきめ細かな納入

指導を行うとともに、即決、和解制度を活用す

るなど、長期滞納の未然防止に努めています。 

続いて、決算特別委員会資料を御覧ください。

資料番号１８、２ページです。 

収入未済の解消に向けて取り組んだ結果、資

料の下の表、棒グラフで示した不納欠損額を除

く収入未済額は、過去一番多かった左端の平成

１８年度の１億３，３２２万１千円から右端の

令和４年度には２，２８１万３千円と金額にし

て約１億１，０４０万８千円、率にして約８３

％縮減することができました。 

また同じ表、マル印の折れ線グラフで示した

現年度の使用料収納率は、令和４年度が全国２

位の９９．９４％であり、未収金の発生防止も

進めています。今後とも、収入未済額の縮減と

収納率の向上に努めていきます。 

次に、さきほどの措置状況報告書にお戻りく

ださい。資料番号１３、２１ページです。 

（３）個別事項の⑨住宅政策についてです。

県では、子育てしやすい環境づくりの推進のた

め多くの事業を実施しており、施策評価調書に

は事業を絞って掲載しています。土木建築部と

しても子育て・高齢者世帯住環境整備事業は大

変重要と考えていることから、令和４年度施策

評価調書作成にあたっては、福祉保健部と掲載

に向け調整を図ることとしています。今後も関

係部局と連携を図り、子育て満足度日本一の実

現という明確な目標に基づき住宅施策を推進し

ます。また、リフォーム助成制度については決

算特別委員会での意見を受けて速やかに他県状

況の調査を実施しており、あわせて県民ニーズ

の把握、分析を行うことで、より活用しやすい

補助制度となるよう引き続き研究していきます。 

以上で、措置状況報告についての説明を終わ

ります。 

続いて、令和４年度土木建築部の決算につい

て、総括的に御説明します。さきほどの決算特

別委員会資料を御覧ください。資料番号１８、

３ページです。 

まず、１の一般会計予算総額及び決算額につ

いてです。表の左から２列目、一般会計の予算

現額ですが、総務費、農林水産業費、商工費、

土木費、災害復旧費及び公債費を合わせて、太

枠にあるとおり１，６４０億９，７５６万３，

４３０円です。これに対し、一つ右の支出済額

の合計が１，１１９億５，１０３万９，６２２

円です。 
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一番右、不用額の合計は１５億１，７９４万

２，８０８円です。主な理由は、土木災害復旧

費や砂防費の工事請負費が見込みを下回ったこ

となどです。 

一つ下の表、翌年度への繰越額ですが、下か

ら３行目の太枠の計欄を御覧ください。 

繰越明許費が１，４０６件４８８億５０５万

２千円、事故繰越しが５６件１８億２，３５２

万９千円、合計１，４６２件５０６億２，８５

８万１千円となっています。主な理由としては、

繰越明許費が国の補正予算を受け入れたことな

どによるもの、事故繰越しについては、令和２

年７月豪雨の災害復旧事業において令和４年９

月の台風第１４号による再度被害で工事が遅延

したことなどによるものです。 

その下の２特別会計予算総額及び決算額につ

いては、後ほど関係課長から御説明します。 

以上で、決算状況についての説明を終わりま

す。 

続いて、令和４年度における主要な施策の成

果について主な事業を御説明します。大分県長

期総合計画の実施状況について、主要な施策の

成果（事務事業評価）を御覧ください。資料番

号１１、１４ページです。 

一番上の７番、子育て・高齢者世帯住環境整

備事業です。これは子育て世帯の住環境の向上

や三世代同居・近居の支援、高齢者の暮らしの

安心確保のため、住宅改修に要する経費を支援

する市町村に対して助成等を行うものです。 

事業の成果ですが、ニーズにあわせた要件緩

和や対象工事の拡充、他事業と連携した事業Ｐ

Ｒを行った結果、令和４年度の補助件数は１８

８件となっています。今後も多様化する県民ニ

ーズの把握に努め、必要に応じて制度の見直し

等を検討するとともに、助成制度の周知に努め

ていきます。 

次に、６８ページをお開きください。 

一番上の７番、県営都市公園施設整備事業で

す。これは公園利用者の安全性、快適性の向上

を図るため、施設整備を実施するとともに、公

園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の計画

的な更新を行うものです。 

事業の成果ですが、大分スポーツ公園におい

てはテニスコート舗装更新等、大洲総合運動公

園においては硬式野球場の照明塔更新等をそれ

ぞれ行いました。 

 次に、９５ページをお開きください。 

一番下の６番、交通安全事業です。これは児

童生徒や高齢者等が安心して通行できる道路空

間を整備するため、歩道の新設や防護柵の設置

などを行うものです。 

事業の成果ですが、国道２１３号狩宿工区や

県道中津高田線浜高家工区などにおいて歩道整

備を行うとともに、完成までに時間を要する箇

所では、ドライバーに注意を促すカラー舗装な

ど即効性の高い安全対策を実施しました。 

次に、１３３ページをお開きください。 

上から二つ目の５番、河川事業です。これは

洪水や台風等による浸水被害から人家や公共施

設を守るため、流下能力の確保、河川環境の整

備、保全を行うものです。令和４年度は玖珠川

などでの築堤や護岸の整備、河床掘削のほか玉

来ダム建設等の事業を実施しました。 

事業の成果ですが、令和４年度末までに７９

地区で浸水対策を実施し、浸水被害の防止、軽

減を図ったところです。 

次に、１３５ページをお開きください。 

一番上の１０番、砂防事業です。これは土砂

災害から人家や公共施設を守るため、砂防施設

の整備、保全を行うものです。 

事業の成果ですが、事業が完了した１３か所

を踏まえ、令和４年度末の累計、土砂災害対策

施設整備率は３０．５％となっています。今後

とも県民の命と暮らしを守るため、ハード、ソ

フトの両面から土砂災害対策に取り組んでいき

ます。 

次に、１３８ページをお開きください。 

上から二つ目の２０番、地域の安心基盤づく

りサポート事業です。これは県民からの要請を

受けて土木事務所職員が自らあるいは委託業者

が河川、砂防設備、港湾施設等の軽微な補修、

倒木や流木等の除去、草刈りなどを行うもので

す。また、地域住民が自主的に行う県管理施設

の環境美化や防災活動に必要な資機材の確保、
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作業環境の整備によって、その活動を支援して

います。 

事業の成果ですが、県民からの要請に対する

対応率は８７．３％となっています。今後とも

県民からの多くの要請に対し迅速な対応を心が

け、生活の安心感と満足度の向上を図っていき

ます。 

次に、２６８ページをお開きください。 

上から二つ目の２番、建設産業女性活躍推進

事業です。これは建設産業における女性の活躍

を推進するため、経営者向けのトップセミナー

をはじめ、女性のスキルアップに向けたドロー

ンやＩＣＴ測量機器による測量、情報発信力な

ど専門的知識を身に付けるセミナーなどを開催

したものです。 

事業の成果ですが、女性の新規学卒者の県内

建設業就職人数が６７人となりました。加えて、

経営者の女性活躍に対する意識の変化や参加者

自身の成長につながるとともに、企業、職域を

超えた横のつながりを生み出すことができまし

た。今後も建設産業における女性活躍の推進に

努めていきます。 

次に、３６４ページをお開きください。 

一番上の７番、港湾整備事業です。これは港

湾貨物を取り扱う埠頭用地等の整備を行うもの

で、令和４年度は重要港湾別府港や地方港湾臼

杵港などにおいて岸壁整備や埠頭用地整備など

を実施しました。 

事業の成果ですが、最大係留可能隻数が５６

１隻になったほか、船舶の大型化に対応した係

留施設の整備などを着実に進めています。 

次に、３６８ページをお開きください。 

一番上の１番、（公）道路改良事業です。こ

れは広域道路交通網の整備を推進するため、高

規格道路や国道、県道の整備を進めるもので、

令和４年度は中津日田道路や国道３８７号川底

拡幅などの事業を実施しました。 

事業の成果ですが、国道４４２号久住拡幅２

工区や県道佐田山香線立石工区の供用を開始す

るなど道路整備を着実に進めています。 

最後に、３７２ページです。 

一番下の２番、街路事業です。これは都市計

画道路において、道路の新設、拡幅による渋滞

対策や自転車歩行者道の整備による歩行者の安

全確保などを進めるもので、令和４年度は大分

市の庄の原佐野線や別府市の南立石亀川線など

で事業を実施しました。 

事業の成果ですが、日田市の銭渕大宮線の部

分供用など着実に進めることができました。 

以上で、主要な施策の成果についての説明を

終わります。 

続いて、包括外部監査の結果を御説明します。 

令和４年度行政監査・包括外部監査の結果の

概要を御覧ください。資料番号１６、５ページ

です。 

３監査テーマ及び監査対象にあるように、外

郭団体の適切かつ効率的な運営と内部統制につ

いてをテーマに行われました。 

次に、３２ページを御覧ください。 

土木建築部では不備、改善及び勧奨事項を合

わせて２１件です。このうち不備事項とされた

１件について御説明します。 

上から三つ目の株式会社大分国際貿易センタ

ーにおける一般社団法人との取引についてです。 

一般社団法人大分県貿易協会と出向契約書を

交わし、貿易協会に従業員を派遣していますが、

出向先から支払われる費用について覚書で定め

ている契約金額と異なる金額が支払われており、

また貿易協会の所在地は当該センターの事務所

とされているが、賃貸借契約などは締結されて

おらず、貿易協会は当該センターに家賃を支払

っていないとの御指摘です。 

この御指摘に対して、県は当該センターに対

し、貿易協会から出向契約料金及び家賃の適切

な徴収を行うよう指導しました。この指導を受

け、当該センターでは出向契約に関する覚書に

基づいた契約金額を徴収しました。また、家賃

の徴収についても、速やかに貸付契約を締結し

ました。今後とも出向契約料金等の適切な徴収

がなされるように、当該センターを指導してい

きます。 

御説明した不備事項に加え、改善及び勧奨事

項についても既に対応が行われていますが、引

き続き適切な対応となるよう指導等を行ってい
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きます。なお、行政監査の結果については該当

ありません。 

以上をもって私からの説明を終わります。 

引き続き、関係各課室長から御説明します。 

中川土木建築企画課長 土木建築部一般会計の

歳入決算の主な事項について御説明します。 

まず、歳入決算額の予算に対する増減額につ

いて、資料番号９番の令和４年度決算附属調書

を御覧ください。１７ページをお開きください。 

左の科目で一番下にある土木費国庫補助金は

１９６億９，３７８万６，２０１円の減収とな

っています。 

次に、１９ページを御覧ください。 

科目の一番上、災害復旧費国庫補助金です。

表の右の増減理由のうち上から３番目にある土

木災害復旧事業費補助金は３７億１９２万７，

６６３円の減収となっています。 

次に、２６ページをお開きください。 

左の科目の一番下、土木債ですが１３６億６，

９００万円の減収となっています。これらの主

な理由は、事業の一部を翌年度に繰り越したこ

とによるものです。 

続いて、４２ページをお開きください。 

収入未済額について御説明します。左の科目

の一番上、使用料及び手数料のうち土木使用料

は３，０３６万８３円です。主な理由は、県営

住宅使用料の納入義務者の生活困窮等によるも

のです。 

歳入決算については以上です。 

次に、歳出決算について資料番号１０、令和

４年度一般会計及び特別会計決算事業別説明書

により各所属から御説明します。 

それでは、２７１ページをお開きください。 

まず、土木建築企画課関係分について御説明

します。第８款土木費、第１項土木管理費、第

１目土木総務費ですが、決算額は９億１，９０

２万９，７４６円です。そのうち事業説明欄、

上から２番目の土木事務所運営費の決算額は１

億３，９３９万５，２０１円です。これは各土

木事務所の会計年度任用職員の報酬などに要し

た経費です。同じページの２番目にある第２目

建設業指導監督費の決算額は６，５８１万９，

２５６円です。 

 次の２７２ページの上から３番目、建設産業

構造改善・人材育成支援事業費の決算額は１，

７５８万８，８８７円です。これは建設労働者

のＵＩＪターン促進や就労環境改善の取組等を

支援したものです。 

 次に、同じページの下段にある第１２款公債

費の決算額は４億１，５４５万９，９９７円で

す。これは地方道路整備臨時貸付金の償還に係

る公債管理特別会計への繰出金です。 

次に、２７３ページを御覧ください。 

公債管理特別会計の決算額は４億１，５４５

万９，９９７円で、さきほど申し上げた一般会

計からの繰入金と同額です。 

以上で、土木建築企画課関係の説明を終わり

ます。 

中村建設政策課長 決算事業別説明書の２７４

ページをお開きください。 

第８款土木費第１項土木管理費第１目土木総

務費の決算額は２億１，５０７万８，６０２円

です。 

上から２番目の共生のまち整備事業費ですが、

決算額は８千万円です。これは高齢者、障がい

者など全ての県民が自由に行動し、あらゆる分

野の活動に参加することができるよう歩道等の

改良、県有施設のバリアフリー化などに要した

費用です。 

下から２番目の建設産業ＤＸ推進事業費です

が、決算額は２，５５０万１，４２６円です。

これは建設産業の生産性向上を図るため、ＩＣ

Ｔ施工に取り組む建設業者に対し支援するほか、

県発注工事においてカメラ映像を利用した遠隔

臨場等の取組に要した経費です。 

新田用地対策課長 決算事業別説明書の２７５

ページをお開きください。 

 第８款土木費第１項土木管理費第１目土木総

務費の決算額は３９２万９，０８３円です。 

一つ目の用地取得対策費ですが、決算額は１

２３万５，７４５円です。これは過年度に取得

した用地の分筆登記等に要した経費です。 

 その一つ下の収用委員報酬ですが、決算額は

２３５万７，４００円です。これは収用委員７
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名に対する報酬です。 

 その一つ下の収用委員会費ですが、決算額は

３３万５，９３８円です。これは収用委員会に

係る経費です。 

瀬戸道路建設課長 決算事業別説明書の２７６

ページをお開きください。 

 第１項土木管理費第１目土木総務費は決算額

１３０万円となっています。これは高速自動車

道建設促進事業費で東九州自動車道の建設促進

を図るための協議会等に対する負担金です。 

 次に、第２項道路橋梁費第１目道路橋梁総務

費は決算額９，１７９万５千円となっています。

これは道路橋梁調査費で、補助事業採択に向け

た事前調査や道路台帳補正等に要した経費です。 

 ２７７ページをお開きください。 

第３目道路新設改良費は、決算額２０７億８，

１１１万６，００７円となっています。これは

道路の新設又は改良に係る経費です。上から３

番目の（公）国直轄道路事業負担金ですが、決

算額は４６億３，０４９万２，８１２円で、国

が管理する一般国道の改築事業等に係る負担金

です。 

亀山道路保全課長 決算事業別説明書の２７８

ページをお開きください。 

第１目道路橋梁総務費は、決算額２億５，４

４８万９，６６７円となっています。 

 次に第２目道路維持費は、決算額２３２億３，

６８０万９，４４５円となっています。 

 次の２７９ページ下から３番目の（公）道路

施設補修事業費ですが、決算額は１０３億２，

３５８万６千円です。これは道路ネットワーク

及び交通の安全確保を図るため、定期点検によ

り早期対策が必要とされた橋梁、トンネルなど

の補修を行うとともに、緊急輸送道路上にある

橋梁の耐震化に要した経費です。 

 次に、２８０ページをお開き願います。 

第３目道路新設改良費は、決算額４８億９７

３万６，５８３円となっています。 

 次に、第４目橋梁新設改良費ですが、決算額

１億７，８８５万４千円となっています。 

石和河川課長 決算事業別説明書の２８１ペー

ジをお開きください。 

第２款総務費第２項企画費第２目企画調査費

で、決算額は７，４６０万７，５８５円です。 

次にその下、第８款土木費第３項河川海岸費

第１目河川総務費で、決算額は７億８，２９７

万２，７２８円です。 

 ２８３ページをお開きください。 

第２目河川改良費で、決算額は２０５億３０

４万３，９５９円です。そのうち事業説明欄一

番下、（公）河川災害関連事業費の決算額は６

億２，６０２万９千円です。これは災害の再発

を防止するため、被災河川の河積拡大等の改良

復旧工事の実施に要した経費です。 

 次に、２８５ページをお開きください。 

第３目海岸保全費ですが、決算額は３億６４

１万１千円です。その下の第４目水防費ですが、

決算額は３，８４２万２，１４５円です。 

続いて、２８６ページをお開きください。 

第１１款災害復旧費第２項土木施設災害復旧

費第１目土木災害復旧費で、決算額は１２７億

８，４４８万９，７００円です。これは主に令

和４年台風第１４号等で被災した公共土木施設

の災害復旧事業等に要した経費です。 

多田港湾課長 決算事業別説明書の２８７ペー

ジをお開きください。 

 第２款総務費第２項企画費第６目交通対策費

ですが、決算額は８３１万５，９７６円、その

下の第７款商工費第１項中小企業費第３目通商

貿易振興費ですが、決算額は１，６６８万円で

す。これは九州の東の玄関口としての人流、物

流拠点の強化に向けたポートセールス活動等に

要した経費です。 

次に、２８８ページをお開きください。 

第８款土木費第３項河川海岸費第３目海岸保

全費ですが、決算額は９億６，８６４万９，２

００円です。これは海岸保全施設の整備等に要

した経費です。 

 次に、２８９ページを御覧ください。 

第４項港湾費第１目港湾管理費ですが、決算

額は２億２，３０２万３，７１０円です。これ

は港湾施設の維持管理等に要した経費です。 

 次に、２９０ページをお開きください。 

 第２目港湾建設費ですが、決算額は５３億２，
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８４２万２千円です。これは港湾の整備等に要

した経費です。 

 次に、２９１ページを御覧ください。 

第３目空港建設対策費ですが、決算額は３億

４，０８４万５６７円です。これは大分空港の

整備に係る負担金などです。 

その下の第１１款災害復旧費第２項土木施設

災害復旧費第１目土木災害復旧費ですが、決算

額は２億３８８万７千円です。これは令和４年

台風第１４号等で被災した港湾施設の災害復旧

事業等に要した経費です。 

次に、港湾課所管の特別会計について御説明

します。まず、歳入決算額の予算に対する増減

額などについて資料番号９、決算附属調書によ

り御説明します。決算附属調書の８４ページを

お開きください。 

金額欄一番下の１６億６，８００万円の減収

は港湾施設整備事業特別会計の県債ですが、事

業の一部を令和５年度に繰り越したことによる

ものです。 

 次に収入未済額ですが、９４ページをお開き

ください。 

金額欄一番上の港湾施設整備事業特別会計の

使用料及び手数料は６０１万４，７９０円の未

収となっています。これは納入義務者の破産等

によるものです。今後とも分納計画の着実な実

行の確保など徴収に努力していきます。 

 続いて、歳出関係は資料番号１０、決算事業

別説明書により御説明します。２９２ページを

お開きください。 

臨海工業地帯建設事業特別会計です。第１款

大分臨海工業地帯建設事業費第１項第１目土地

造成費ですが、決算額は１５億２,０９４万８，

７４０円です。これは６号地の造成費に係る基

金の積立て及び県債の償還金等に要した経費で

す。 

 次に、２９３ページを御覧ください。 

港湾施設整備事業特別会計です。第１款第１

項港湾施設整備事業費第１目港湾施設管理費で

すが、決算額は１３億４，３８５万８，０７１

円です。これは上屋や野積場などの港湾施設の

維持管理や県債の償還金等に要した経費です。 

 その下、第２目港湾施設建設費ですが、決算

額は２３億５，０１１万４千円です。これは埠

頭用地の造成等に要した経費です。 

森﨑砂防課長 決算事業別説明書の２９４ペー

ジをお開きください。 

第８款土木費第３項河川海岸費第５目砂防費

は、決算額１２３億６，３５７万５，１４５円

となっています。 

 上から４番目の砂防調査費ですが、決算額は

８，１１３万１，７００円です。これは次年度

の補助事業新規箇所の採択に必要な調査及び図

面の作成等に要した経費です。 

 次に、２９５ページを御覧ください。 

上から８番目の（公）緊急砂防事業費ですが、

決算額は２億３８６万９千円です。これは令和

４年台風第１４号により土石流が発生した佐土

原川ほか１か所の砂防工事に要した経費です。 

秋月都市・まちづくり推進課長 決算事業別説

明書の２９７ページをお開きください。 

第２款総務費第２項企画費第５目土地対策費

で、決算額は２，８７７万５，６６６円です。

これは国土利用計画法に基づく適正な土地利用

の促進や指導、地価調査等に要した経費です。 

 その下の第７款商工費第３項観光費第２目観

光開発費で、決算額は６５８万４，６４５円で

す。観光開発費の一番上、魅力ある景観づくり

推進事業費ですが、決算額は６２６万８，６４

５円です。これは展望台等からの眺望を阻害す

る樹木の伐採等に要した経費です。 

 次の２９８ページ、第８款土木費第５項都市

計画費第１目都市計画総務費で、決算額は６，

８６１万２，１９６円です。 

都市計画総務費の上から４段目、都市政策推

進費ですが、決算額は４，２１３万３，３００

円です。これは都市計画基礎調査等に要した経

費です。 

 次の２９９ページ、第３目街路事業費の決算

額は３８億５，９１８万９，９４１円です。こ

れは庄の原佐野線下郡工区をはじめとする街路

整備に要した経費です。 

藤内公園・生活排水課長 決算事業別説明書の

３０１ページをお開きください。 
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第８款土木費第５項都市計画費第４目都市環

境整備費ですが、決算額は１４億８，００８万

２，０９４円です。 

上から２番目の公園維持管理費ですが、決算

額は１億４，５７０万６千円です。これは大洲

総合運動公園及びハーモニーパークの管理業務

を指定管理者へ委託した経費です。 

 上から３番目、大分スポーツ公園等管理運営

事業費ですが、決算額は５億２，２８３万２，

１４４円です。これは大分スポーツ公園及び高

尾山自然公園の管理業務を指定管理者へ委託し

た経費です。 

都瑠建築住宅課長 決算事業別説明書の３０２

ページをお開きください。 

第１項土木管理費第３目建築指導費ですが、

決算額は５１３万８，５４８円です。そのうち

上段の建築基準法等施行事務費の決算額は３１

３万９，２８２円です。これは建築基準法によ

る指導、監督及び許認可に要した経費や重要事

項を調査、審議するための建築審査会の開催等

に要した費用です。 

大谷公営住宅室長 決算事業別説明書の３０２

ページです。 

第６項住宅費第１目住宅管理費の決算額７億

６，３００万２，５３８円のうち、次の３０３

ページをお開きいただき、上から４番目の県営

住宅等管理対策事業費の決算額は５億５，８６

２万５，０１９円となっています。これは管理

代行者である大分県住宅供給公社への管理委託

経費や県営住宅の計画修繕などに要した経費で

す。 

桑田施設整備課長 決算事業別説明書の３０５

ページをお開きください。 

第１項土木管理費第４目営繕費ですが、決算

額は１億７，３６８万２３０円です。事業別に

は一番上の県有建築物防災対策推進事業費です

が、決算額は７，０５３万５，９５７円です。

これは県有建築物の吊り天井耐震化を計画的に

行うものです。令和４年度に実施した主な内容

としては、警察学校術科棟の吊り天井耐震化工

事及び別府国際コンベンションセンターの吊り

天井耐震化基本設計委託です。 

三浦委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。  

 事前通告が４名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 

福崎委員 私からは事前通告で２事業について

質疑していましたが、１点追加で質疑したいと

思います。よろしくお願いします。 

 まず決算事業別説明書の２７８ページ、道路

維持修繕費についてです。 

 まず質疑する前に、国道１９７号バイパスの

毛井交差点から大野川まで草が大変伸びており、

地域からものすごく要望が出ていましたが、今

日から業者が草刈りに入るということで、今朝、

業者に会ってきました。まずは、そういう緊急

的なところに御配慮いただいたことに御礼申し

上げます。 

 それでは、道路の除草について伺いますが、

歩道の樹木帯から歩道や車道に草が伸び、歩行

や通行の支障になると、時には草を避けて通る

ことから車にはねられる危険性を感じることも

あると、多くの議員も地域の自治会や歩行者、

自転車利用者から相談を受けていると思います。 

 県が管理する道路の総延長を考えると作業量

的に膨大であるとは思いますが、地域の安全・

安心を考えると、適宜除草作業を行っていただ

きたいと思っています。県管理の道路における

除草作業の現状がどうなっているのか教えてい

ただきたいと思います。 

 続いて、道路上に傾斜した枯れ木等を見かけ

ることがありますが、人力では伐木することは

困難であり、高所作業車等の重機を使うことで

安全かつ効率的に伐木作業を進めることができ

ると思いますが、高所作業車等は高額であり、

市町村においてもなかなか購入できないのが現

状だと思っています。 

 購入に対しての補助制度等はないのか、ない

なら検討する考え方はないのかお尋ねします。 

 また、地域住民で道路にかかった木の伐採等

をするにあたって、高所作業車をリースした場
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合に助成する支援策はないのかお聞きします。 

 続いて、２７９ページのクリーンロード支援

事業費について伺います。道路の美化活動を行

うボランティア団体に対して活動報奨金及び資

材費の一部を授与する事業と聞いていますが、

活動報奨金について草刈り等の活動に参加して

いる方から以前、お茶代も出ない、燃料費も出

ない、安過ぎるとの声を聞いたことがあります。 

 そこでお尋ねです。活動補助金の金額として

１メートル当たりでの単価並びに同じように業

者に草刈り作業を発注した際の１メートル当た

りの単価はいくらなのか教えていただきたいと

思います。 

 追加の分ですが、同じ２７９ページの安全・

安心な道路環境創出事業費について、災害等で

倒木するおそれがある樹木を事前伐採する内容

ですが、この事業内容について詳しくお教えい

ただけたらと思います。 

亀山道路保全課長 まず、道路の除草について

御質疑をいただいた点についてお答えします。 

 県管理道路の除草作業について、県としては

道路維持補修委託を業者と契約して、基本的に

は年間２回、山間部など利用者が少ない箇所は

１回程度の草刈り作業を行っています。昨年度

の実績で数が非常に多いですが、延べ約６４７

万平方メートルで実施しています。以上が除草

作業の現状です。 

 続いて、道路に傾斜した枯れ木の話です。こ

れも県では交通安全上、支障となる枝打ちや伐

採とかは道路維持補修業務委託で対応していま

す。 

 市町村に対する高所作業車購入の補助制度は

ないのか、また予定はないのかとのことですが、

現在のところ市町村からの要望もありませんし、

県としても委託業者と契約しながら行っている

ので制度創設の予定はありません。 

 あわせて、地域住民から伐木に関する高所作

業車のリースに関することの提案がありました

が、今のところ予定はありません。 

いずれにしても、交通安全上、危険な箇所が

あったら、ぜひ管轄する土木事務所に御連絡い

ただいて、現地を確認し対応していきたいと思

います。 

 続いて、クリーンロード支援事業の具体的な

金額についてです。草刈り活動に関する報奨金

の金額は、昨年度実績で全体では１，２６８万

２千円で、そのうち草刈りに関しての単価は、

交通誘導員を付けた場合は１メートル当たりで

はなく１平方メートル当たり１２円、それ以外

の交通誘導員等が必要ない場合は１平方メート

ル当たり８円です。それと業者に作業を発注し

た場合は１平方メートル当たり９３円です。 

 クリーンロード支援事業は県管理道路沿いの

草刈りや花植え活動のボランティア活動に対し

て報奨金を出すものであり、この趣旨を御理解

いただくよう努めていきたいと思っています。 

 それと、安全・安心な道路環境創出事業費で

す。これは事前伐採と言われる表現をしていま

すが、事前に土木事務所が地元等とも協議して、

災害時に伐採が必要な箇所を事前に伐採する事

業です。 

福崎委員 ありがとうございます。年２回の草

刈りということですが、草の伸びが速くて危険

な箇所が増えています。今年は草がだいぶ速く

伸び大変だったようですが、危険だからと地元

から草刈りの要望が出ている分については、で

きれば年２回に限らず対応していただきたいと

思っています。 

 また報奨金について、多分昔から全然単価が

変わっていないと思います。交通誘導員を付け

た場合１２円、付けない場合が８円ですが、交

通誘導員の人件費も上がっているから１２円で

は賄えず地元の自治会が負担したり、地域の方

の持ち出し等も多くあるのではないかと思いま

す。報奨金の趣旨は分かりますが、お茶代も出

ない状況ではやはり限界が来ているところもあ

ろうかと思うので見直しを要望します。 

 安全・安心な道路環境創出事業費について、

地元と協議して刈る場合、令和４年度は３千万

円でしたが、どのぐらい刈ったか、実績を教え

ていただきたいと最後にお願いしたいと思いま

す。 

亀山道路保全課長 実績ですが、ちょっと調べ

るのに時間がかかるので、後ほどお答えします。 
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猿渡委員 今、福崎委員から話があったことと

共通しますが、道路や河川の草刈りの要望がや

はり大変多くて、草刈りは年に２回が基本だと

おっしゃいましたが、私は別府市内でいろいろ

要望を受けたときに年１回になったと聞きます。

山間部だけではなく、住宅地などを含めて年１

回になっているところが多いかと思うんですね。

それをぜひ年２回に戻す必要があると思います。

温暖化で草がどんどん伸びて、観光地なのに本

当に草ぼうぼうで恥ずかしいという声を多く伺

います。 

 河川に関しても堤防敷、堤防の上は住民の皆

さんが地域で一生懸命、暑い中でも草刈りした

りしますが、高水敷と言うか川に近い部分、土

手の下の部分も大変草が伸びています。そこに

遊歩道がありますが、何のために遊歩道がある

んだと、全く遊歩道が活用できないという声を

たくさん聞きます。ですから、ボランティアも

地域の皆さんも高齢化で大変厳しい状況で、草

刈り作業がなかなかできなくなっているので、

ぜひ草刈りの予算を大幅に増額して要望に応え

られるようにしていただきたい。他県に比べて

も草が伸びている道路が目立つように思うので、

ぜひ予算を増やしていただきたいと思います。 

 また、事前通告していませんが１点要望です。

県営住宅の敷地内の草刈りや木のせん定なども

住民の皆さんが大変苦労されていて、高齢者に

努力いただいたり、なかなか住民の皆さんも協

力が難しい面もあって、管理人も苦労している

ので、その点もやはり委託業者に委託しなけれ

ばならない部分が増えていると思うので、お願

いします。 

 それともう１点、身近な道路改善事業費、路

肩の拡幅とか簡易な道路整備とか通学路の安全

などの要望が多いですが、そういう地域からの

要望にどの程度応えられているのか、何割ぐら

い応えられているのか。予算を増額して、そう

いう身近な要望にさらにしっかり応えられるよ

うにすべきと考えますが、いかがでしょうか。 

亀山道路保全課長 また草刈りの御質疑ですけ

れども、さきほども説明したように県管理道路

の除草作業は委託業者と契約して実施しており、

これまでも基本的に年間４回、山間部など利用

者が少ない箇所は１回行っており、特に２回が

１回に減ったということはありません。草刈り

作業を軽減するために道路改良時や身近な道改

善事業費等によって、張りコンクリートや防草

シートなどの対策を行っていて、道路維持修繕

に係る整備費は１０年間で約３６％増額してい

ます。今後とも適切な道路の維持管理に努めて

いきます。 

 続いて、身近な道改善事業費は平成２６年度

に６億円でスタートしており、平成２３年度に

７億円、平成２４年度に８億円となってからは

今の予算で取り組んでいます。 

 事業の実施状況としては、年間平均１００件

程度の御要望があって、令和４年度の完成は９

２件で、ほぼ要望に応えられている状況にあり

ます。予算と要望のバランスが非常に取れてい

ると考えています。今後も必要な予算の確保に

努めながら、地域住民の御要望にしっかりと応

えていきたいと思っています。 

石和河川課長 河川の草刈りについてですが、

河川に関しては地元の自治会、団体などのボラ

ンティアに対して、リバーフレンド事業として

年２回を上限に草刈りの活動を支援しています。 

 ボランティアの活動が高齢化で非常に大変な

のは認識しており、実際、令和３年から作業負

担の軽減に向け、四つの土木事務所でラジコン

式の草刈機を導入して貸出しを行っており、実

際非常に好評を得ています。こういう形で今後

も地域の声をしっかり聞きながら、限られた予

算の中で良好な河川環境の保全に努めていきた

いと思っています。 

大谷公営住宅室長 県営住宅の敷地内の草刈り

等については、基本的には住民の皆様にお願い

しています。 

 猿渡委員がおっしゃるように高齢化が進んで

いることも認識しているし、傾斜のきついとこ

ろはケースバイケースですが、県で伐採するこ

ともあります。御要望ということで、県として

もその点については認識しているので、また検

討していかなければいけないと思っています。 

猿渡委員 高水敷の部分については業者にお願
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いできないですかね。 

 それと、具体的に要望しても対応が遅い場合

があると感じます。例えば道路の土手部分、草

刈りをお願いして刈っていただいて、せっかく

刈ってもらったから草が生えないように防草シ

ートをしてほしいと要望しましたが、それがな

かなかできないので、また草が生えてしまい、

また同じ予算を使うのはもったいないとの御意

見もあるんです。 

 それと、これはバスの運転手から聞きました

が、草刈りした後の道路の端っこの土も撤去し

ないとすぐまた草が生えてしまう。福岡県でも

やっていると聞いたりするんですけどね。やは

りそこまで丁寧に対応して有効に仕事をしてい

ただきたいと思いますが、どうでしょうか。 

石和河川課長 河川の高水敷ですが、これも基

本、別府市に関して猿渡委員が言われるように

このリバーフレンド事業でやっているので、引

き続きそこは年２回の中でお願いするしかない

のかなと思っています。 

亀山道路保全課長 さきほど道路の土の部分の

話がありましたが、確かにそういう箇所を私ど

ももやりたいとは思いますが、なかなか手が回

っていかない状況です。有効なやり方を常に検

討しているので、そういうところまで手が出せ

るといいのですが、今のところは全体の予算の

中とか作業量等で、一部やっているところもあ

りますが、手が回っていないところもあるのは

事実です。 

三村土木建築部長 冒頭の道路保全課長の回答

を訂正します。 

 除草作業について年間４回と課長は説明しま

したが、２回の間違いですので、私から修正し

ます。 

亀山道路保全課長 すみません、私２回と言っ

たつもりですが、マスクをしており聞こえにく

かったかもしれません。 

 それと、もう１点よろしいですか。さきほど

の…… 

三浦委員長 福崎委員の質疑に対する答弁です

か。最後でお願いします。 

守永委員 １点お尋ねします。決算事業別説明

書の２７７ページ、（公）道路改良事業費につ

いて、この中に国県道の線形不良、幅員狭小箇

所の改良にある線形不良箇所の改善については、

交通量の多い箇所とか交通事故の多い箇所等を

中心に改良工事を行っていると推察しますが、

その場合に警察との連携をどのように行ってい

るのでしょうか。 

 また、事故への対応方法や交通量として１日

当たりの交通量が判断基準なのか、時間当たり

の通行量の最大値が判断基準となるのか、その

優先順位を考えるときにいずれなのかを教えて

ください。 

瀬戸道路建設課長 （公）道路改良事業費につ

いて御質疑いただきました。 

 道路改良事業を行う際には時間当たりではな

く、１日当たりの自動車交通量とか交通事故発

生状況、また通学路の指定状況、渋滞状況など

様々な観点から検討を行い、事業着手の適否に

ついて総合的に判断していきます。 

 また警察との連携についても、交差点形状と

か信号現示の協議を行うなどしっかり連携を図

って取り組んでいます。 

 なお、事業着手の適否については、さきほど

も申しましたが、交通量だけが判断基準ではな

く、様々な観点から総合的に判断して進めてい

ます。 

守永委員 いろんなケースがあるでしょうから。

どういう基準で順番を見ているか、これだった

ら優先的になるんだろうなと具体的に想像でき

る資料とかデータはないと思いますが、どのく

らいの事業費をかけて工事をして、費用対効果

として見ていいのか分かりませんが、交通量が

どのくらいあれば事業はできるとか、交通安全

のソフト面で頑張ってもらおうとか、そういう

判断になるのか、もし分かれば教えてください。 

瀬戸道路建設課長 判断基準について、一概に

あるわけではありません。さきほど説明した道

路改良事業は、特に都市部とか主要な幹線道路

の整備について、費用対効果は一つの重要な要

素になっているので、交通量や交通事故の発生

状況を金銭価値に換算して一つの判断基準にし

ています。 



- 11 - 

 一方で山間部とか半島部とか、まだまだ未改

良の道路を整備するにあたっては、それ以外の

要素も非常に重要な要素になってくるので、そ

こは総合的に判断して進めています。 

森委員 事前通告は１点ですが、１点質疑を追

加させてください。 

 まず、主要な施策の成果（事務事業評価）１

４ページ、子育て・高齢者世帯住環境整備事業、

決算額２，６８１万円についてです。 

 人口減少対策、そして定住対策として重要な

事業であると考えています。子育て世代のニー

ズ事業である近居政策についてですが、ニーズ

などについてどのように把握しているか伺いま

す。また、事業の内容に住宅探しの協力店とあ

りますが、これについて詳しく教えてください。 

 そして、追加の分ですが、主要な施策の成果

２６１ページ、建設産業構造改善・人材育成支

援事業１，７５８万９千円についてです。 

 建設産業における人材確保、また生産性向上

は重要なテーマであると考えています。一昨日、

大分駅前において土木建築フェスタが開催され、

子どもたちもたくさん行列をつくって参加して

いました。非常に大切なことであると考えてい

ます。今後の取組について伺います。 

都瑠建築住宅課長 建築住宅課については２点

ほど質疑をいただきました。 

 まず、１点目の子育て・高齢者世帯住環境整

備事業の子育て世代の近居ニーズについてです。 

 子育て世代の近居ニーズを把握するため、昨

年度、まずは豊後大野市でアンケート調査をし

ました。その結果、５６％が近居中又は近居し

たいとの回答で、近居への関心が高いことが分

かりました。これを受けて、アンケートの精度

をさらに高めるために今年度は全県下でアンケ

ートを実施しており、現在集計を行っていると

ころです。 

 二つ目の質疑の住宅探しの協力店についてで

すが、住宅探しの協力店は民間賃貸住宅に入居

を希望される高齢者や障がい者などが安心して

住宅を探すことができるように協力してくれる

不動産会社です。令和５年１０月現在において

は県内で８８社が登録しており、居住支援ガイ

ドブックや県のホームページにて周知を図って

います。 

中川土木建築企画課長 建設産業構造改善・人

材育成支援事業について御質疑いただきました。 

 土木建築企画課で広報関係等の事業を取り扱

っています。担い手不足が深刻化している建設

業において、人材確保は確かに大変重要な課題

だと思っています。当課では広報などに力を入

れて、ホームページに人材確保に関する資料等

を載せたり、ＣＭなどを制作したりしながら人

材を確保する、少しでも若い方に建設業に就職

していただけるように取り組んでいます。 

 また、就業環境改善のために、女性のトイレ

とかシャワールームの設置など様々な方面に補

助しています。今後とも同様に取り組んでいき

たいと考えています。 

中村建設政策課長 １０月１４日に開催した土

木建築フェスタについて言及していただき、あ

りがとうございます。 

 土木建築部では、これまでも県内の小中学生

を対象に、将来、土木の技術者になってもらえ

るように特別教室をやってきたわけですが、今

年は特に大分県建設業協会青年部、国土交通省

大分河川国道事務所、県の三者共催で土木建築

フェスタを開催しました。昨年度が約２千人の

来場者に対して、速報値ですが約３，５００人

が来場したとのことです。やはり将来を担う若

い方、女性が夢を持って働き続けられるように

することが大切なので、こうしたことを今後も

しっかり取り組んでいきたいと考えています。 

森委員 ありがとうございました。子育て・高

齢者世帯住環境整備事業は土木建築部の所管で

すが、やはり今後の人口減少対策等を考えると、

企画振興部や福祉保健部等と今後も連携をしっ

かりして政策を進めていく必要があると思うし、

今年度、近居ニーズ若しくは子育て世代が必要

とする住宅ニーズについてのアンケート調査が

行われていると、さきほども回答いただきまし

た。その回答だけが頼りではないですが、しっ

かり現場にいる子育て世代のニーズを把握する

ことに今後も土木建築部としても力を注いでい

ただきたいと思っています。 
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 この件に関しては、私は昨年、同じような質

疑をして措置状況報告でもさきほど回答をいた

だきました。以前よりもワンステップ上がって

連携を取られていることを本当にありがたく思

っています。今後ともよろしくお願いします。 

 土木建築フェスタに伺いましたが、大分工業

高校の土木科の生徒たちが自らの学びに誇りを

持ってあの場で客に対応している姿は、私は本

当に強く感動しました。バックホーが２台しか

ないのにたくさんの子どもたちがヘルメットを

かぶって、わくわくして並んで待っている姿、

とてもすてきだと感じました。昨年は大分県建

設業協会が主催であり、今年から県が参画した

と聞いています。引き続きそういった土木事業

の大切さを皆さんに知っていただくための機会

をできればもっと増やしていただきたいと思っ

ています。 

 また、各土木事務所でＸ（旧ツイッター）な

どでの発信や地元のケーブルテレビにおいて事

業の説明を詳しくしているのを見かけます。若

い女性の職員等が一生懸命やっている、説明し

ている姿は本当にほほ笑ましいと言うか、感動

する限りですので、土木建築部としても今後し

っかり広報活動を進めていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

三浦委員長 それでは、さきほどの福崎委員の

答弁漏れを執行部お願いします。 

亀山道路保全課長 すみません、さきほどの事

前伐採と安全・安心な道路環境創出事業費の面

積という御質疑がありましたが、この事業は必

要な伐採を行うもので面積という表現は非常に

難しくて、その整理はできていませんが、令和

４年度では１１路線１１か所実施しています。

令和２年度から始まりましたが、令和２年度で

は２１路線２８か所、令和３年度では６路線６

か所実施しています。 

三浦委員長 ほかに事前通告していない委員で

質疑はありませんか。 

澤田委員 事前通告していませんが、質疑しま

す。 

 さきほど来、委員の皆様がおっしゃっていた

決算事業別説明書２７８ページの道路維持修繕

費に関わることですが、我が党の吉村議員が第

２回定例会でも質問しました。その際に高額で

すが、ラジコン式の草刈機の予算を付けていた

だきたいという話があったかと思います。また、

今リバーフレンド事業に参加している方にも随

時貸し出しているとのことでした。 

 そして、このリバーフレンド事業に参加して

いる方からの要請があって、今何件ぐらい貸出

し実績があるのか。あと要望になるかもしれな

いですが、県内で通学路として使っている河川、

大分市で言えば大分川周辺になってくるかと思

いますが、高校生の皆さんから声を聞く中では、

部活が夜６時から７時、場合によっては８時ま

でしている高校生が非常に多く、帰るときに非

常に怖いので、あえて町中を走って帰らざるを

得ないといった現状もあるそうです。大分市に

限らず県内に間違いなくそういったところがあ

るかと思いますが、なかなか予算が付けにくい

のであれば、せめて通学路となっている河川に

関しては、随時防犯や子どもたちを守る観点か

らぜひ積極的に草刈りの推奨をしていただきた

いと思っています。 

石和河川課長 すみません、ちょっと手持ちが

ないので、後ほど説明させていただきます。 

 それと通学路の話ですが、さきほどから何回

も申しますが、基本、堤防の草刈りに関しては

リバーフレンド事業で、これは地元を含めて実

施しているので、地元の自治会を含めてそうい

う認識があったら、ぜひこの事業に手を挙げて

いただいて、我々も支援していくので、そうい

う形で対応したいと思っています。 

澤田委員 ありがとうございます。自治会の皆

さんもそうですが、御存じのとおり高齢者が非

常に多い現状なので、そこをぜひ県でも考えな

がら、せめて通学路は県でしっかり責任を持っ

てやっていく、そういった行政の姿勢もぜひ見

せていただきたいと思っています。要望になり

ますが、よろしくお願いします。 

三浦委員長 ほかに委員で質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

三浦委員長 事前通告が１名の委員外議員から

出されているので、事前通告のあった委員外議
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員の質疑を行います。 

堤委員外議員 まず１点が主要な施策の成果（

事務事業評価）１３３ページ、河川情報整備支

援事業、これは県河川に監視カメラ等を設置す

る市町村に助成する事業ですが、大分市の寒田

川について、県としては非常に頑張って上流域

の河床掘削とか、土手側の陥没とかを全部工事

している。ただ、大分市から監視カメラ等の設

置についての要請がなかなか上がっていないの

が実態だと思いますが、県とすれば大分市とも

協議をしていくとの話ですが、そこら辺の協議

が今どうなっているのかが分かれば教えてくだ

さい。 

 二つ目には、子育て・高齢者世帯住環境整備

事業費の関係、それと住宅耐震化総合支援事業

費との関係。これは非常にいい事業だと我々も

考えていますが、件数としても１８８件と非常

に伸びています。ただ、住宅改修の耐震診断は

多いですが、改修がまだ４１件という実態の中

で、昭和５６年以前の古い住宅に住んでいる高

齢者は、なかなか改修にまで踏み切れない状況

があると思います。未改修の家の住民や耐震診

断も受けていない方に対する説得と言うか、啓

発と言うか、それはどうなっているかというこ

と。 

 あと子育て・高齢者世帯リフォーム支援事業

で申請がゼロとか、また制度そのものがないの

かな。斜線を引いている資料もあるが、ゼロと

か斜線を引いているところは制度そのものを作

っていないのか、それともそういうニーズがな

いのか。どう市町村に説明しているのかと気に

なります。それについてお願いします。 

 さきほど部長が措置状況報告の中で、２１ペ

ージのリフォーム助成の他県状況の調査、県民

ニーズの把握、分析を行うと書いていますよね。

その現状は一体どうなっているのかな。この決

算の調査に対応してどうなっているか教えてく

ださい。 

 それともう一つは、河川課の草刈り、非常に

多いけど、例えば１級河川の大分川、あれは土

手の場合には上を通っているから、大体国土交

通省が真ん中ぐらいまでやりますよね。下の部

分は大分市道だから、大分市が１メートルぐら

いやりますね。県河川の場合、土手は全部、仮

に下に市道が通っているとしても基本的に県が

全部やるのかがちょっと分からないですよね。

大分市が関わってくるのか、教えてください。 

石和河川課長 まず、寒田川の話からです。こ

のカメラ設置事業、堤議員のおっしゃるとおり

昨年から補助をしていて、昨年は当然大分市に

説明もしています。今年度もまた確認をしてい

ますが、大分市では水害監視カメラにおける設

置及び運用に関する要領があり、地元からの要

望は聞いているものの、今のところ設置しない

と聞いています。 

 もう一つ、県管理河川の堤防ですが、基本、

堤防は県で管轄しているので、例えば上の方に

市道がある場合もありますが、今、県の堤防の

中で上に市道が通っているものはないと思って

いるので、基本は県の管理です。 

都瑠建築住宅課長 御質疑いただいたのは大き

く二つあると思います。まずは住宅耐震から御

説明します。 

 住宅耐震化総合支援事業費について、前年度

に診断を受けたものの未改修である住宅の所有

者に対しては、市町村の担当者が直接電話で連

絡し、今後の意向を聞き取ることで、フォロー

アップ調査を実施しています。そのフォローア

ップ調査の中で耐震化の必要性を改めて説明し

て、改修への啓発を行っています。 

 また、事業推進に関する市町村へのアンケー

ト調査の結果、費用負担に関する意見が非常に

多かったことから、今年度から耐震改修工事の

補助上限額を２０万円引き上げたところです。 

引き続き市町村と協力して、周知、啓発を図

りながら、本事業を推進していきたいと考えて

います。 

 もう一つが子育て・高齢者世帯の住環境の関

係です。 

 子育て・高齢者世帯リフォーム支援事業につ

いては、全市町村でこの支援事業を行っていま

すが、市町村によっては実施していないメニュ

ーもあります。議員御指摘のとおり、令和４年

度の事業実績がゼロの自治体も１市あって、こ
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の原因は広報不足と捉えています。 

今後はリフォーム実績の多い市町村の広報活

動を参考に市町村と連携した一層の周知を行っ

て、子育て世帯の住環境の向上、高齢者の暮ら

しの安全確保を図っていきたいと考えています。 

 最後に、全県を対象として他県の状況調査を

昨年度実施したところ、現在、一般的なリフォ

ームを行っている県は全くなく、全ての県にお

いて、やはり政策目的を持った住宅改修として

行っているところです。子育て、高齢者、移住、

定住の対象要件に該当するものを対象としてい

ると。現在、この対象要件を調査したので、対

象要件について県民ニーズの把握、分析を行う

とともに、より活用しやすい補助制度になるよ

うに研究していきたいと考えています。 

堤委員外議員 河川のカメラ設置について、大

分市の要領では過去に氾濫があったかどうかな

どをもとにするとしている。地域住民からは過

去に氾濫があったと言っていますから、ぜひ県

としても地域住民の願いをかなえるように頑張

っていただきたい。これは要望しておきます。 

 リフォームの関係ですが、他県が政策目的で、

大分県も政策目的でやっているんだと。しかし、

一般リフォーム助成制度の中でも結局県産材を

使いましたとか、そういうリフォーム制度を作

っているところは結構あるわけですよね。それ

はイコール政策目的といえば政策目的ですよ。

その考え方も、子育て満足度日本一の考えの中

で、政策としてこの子育てリフォームをしてい

ますが、実際、家の長寿命化とか僕はいつも一

般質問で言いますが、ＣＯ２の排出削減とか、

さらには県内の中小零細業者、また木材業者、

こういう方々の仕事の拡大にもつながるような

政策があるわけですよね、一般的なリフォーム

は。ぜひそれは考えていただきたいと思います。 

 本当に時期的に今やるべきだと思います。こ

れだけ資材価格が高騰する中で、やはり県内の

木材産業などの中小企業の仕事を起こすことに

つながるわけですから、ぜひそれは要請したい。

要請するから、ぜひ部長から検討するか答えて

ください。 

三村土木建築部長 昨年の決算特別委員会で御

質疑いただき、速やかに４７都道府県を調べ、

そのリストを作って今持っています。それぞれ

の県がいろんな政策を持って、今、建築住宅課

長が申したとおり、しっかり研究していきたい

と思っているので、それぞれ直接、各県の担当

にも問い合わせたり、今後したいと思います。

ぜひそれは研究したいと思います。 

堤委員外議員 それは、どういうことを調査し

たか分かれば配っていただけると参考にできる

ので、資料要求をお願いします。 

三浦委員長 ただいま堤議員から資料提出の要

求がありました。 

お諮りします。ただいまの資料を委員会とし

て要求することに御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

三浦委員長 御異議がないので、ただいまの資

料を要求することに決定しました。執行部はよ

く調整の上、速やかに提出願います。 

 ほかに委員外議員で質疑はありませんか。 

宮成委員外議員 決算事業別説明書２７８ペー

ジの道路維持修繕費ですが、予算額が約２０億

円に対して不用額が約４２４万円で、非常に苦

労して執行されていると思います。いろんな土

木事務所がある中で、その中で都合を付けてい

ると思います。そしてまたこの後、手がかから

ないように生コンクリートを吹き付けたり、改

良時にいろんな工夫をしていることも承知して

います。 

 途中、道路保全課長から手が回らないという

話もあったが、県職員の手が回らないのではな

く、委託業者の手が回らないと。委託を受ける

業者がいない、少なくなっていると。その背景

には、やはり草が増えているとか、地域のボラ

ンティア活動が減っているとか、そういったこ

ともあろうかと思います。 

 そうした中で、この先どうしていくのかとい

う話になれば、業者に対してはなるべく受けて

もらえるように単価を上げることも一つだと思

うし、ただそれではこの先、回っていくかとい

えば、将来そういった方策でずっとできること

も考えにくいと。 

一方で、地域住民としては権利意識の変容と
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か高齢化とか、様々な面からボランティアの活

動が少なくなっていると思われます。しかし、

地域ぐるみで毎年何度か草刈り作業等をして、

その後、交流を深める地域があるのも事実です。

この先、高齢化が進んで人口が少なくなり、業

者の数も減っていく中で、やはり身近な道路を

地域住民がある程度守っていくことは非常に重

要なことだと思います。 

 クリーンロード事業ですか、こちらもしっか

りこの先進めていく必要があるかと思いますが、

今後周知を進めていくとのことですが、保険の

加入とか、そういったことも含めて、これまで

どのような周知活動をして、この後どのように

力を入れていきたいのか。 

 それからもう１点、地域住民から言わせると

いろんな申請とか面倒くさいという声もありま

す。そういった申請の手続等を簡略化する方法

をもし考えられているのであればお答えいただ

きたいと思います。 

亀山道路保全課長 草刈りについて非常に温か

い言葉をいただきありがとうございます。さき

ほどの周知活動については今までもホームペー

ジとか、市町村を通じて周知するとか、土木事

務所が直接周知するなどの対応をしています。

今後もどのような周知をすればより多くの方に

参加してもらえるかを考えて、いろんな対策を

していきたいと思います。 

 それと申請については、電子申請も一つのア

イデアと思うし、なるべく皆様に分かりやすい、

簡単な申請も考えていきたいと思っています。

ありがとうございました。 

宮成委員外議員 答弁ありがとうございます。

地域の方がそういった活動を継続できるように、

申請手続から含めて簡略すること、それを広報

することによって、相乗的に機運が高まればい

いなと思っています。 

石和河川課長 すみません、さきほどの澤田委

員からの質疑のリバーフレンド事業の実績です

が、貸出しは県内で３０件です。 

三浦委員長 ほかに委員外議員で質疑はありま

せんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

三浦委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

三浦委員長 別にないので、これで質疑を終了

します。 

 これをもって土木建築部関係の審査を終わり

ます。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔土木建築部、委員外議員退室〕 

 

三浦委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの土木建築部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見や要望事項等があればお願いし

ます。 

猿渡委員 多くの委員から質疑、指摘があった

道路の草刈りなどの維持管理、あわせて河川や

県営住宅についても大変住民の皆さんの関心が

高く、一緒に努力していただいている部分です

ので、住民の力を借りながらですが、やはり県

としてしっかり充実しなければならないと思う

ので、新年度の予算編成に向けて要望したいと

思います。 

 それともう一つ、子育て・高齢者世帯リフォ

ーム支援事業の関係、全都道府県のリストを作

って研究しているところだと、今後も研究して

いくという答弁があったので、その点について

もぜひ実施に向けて、充実に向けてあわせて要

望したいと思います。 

三浦委員長 ただいま、委員からの御意見御要

望及び本日の審査における質疑を踏まえ、審査

報告書案として取りまとめたいと思います。 

 詳細については委員長に御一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

三浦委員長 それではそのようにします。 

 以上で土木建築部関係の審査報告書の検討を

終わります。 
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 暫時休憩します。 
午前１１時３８分休憩 

――――――――――― 

午後 １時００分再開 

後藤副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。 

 これより福祉保健部関係の審査を行います。 

 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、福祉保健部長及び関係課室長の説

明を求めます。 

工藤福祉保健部長 初めに、令和４年度決算特

別委員会審査報告書に対する措置状況について

説明します。当部の関係で指摘を受けたのは４

件で、うち２件は収入未済、１件は子ども子育

て支援の充実について、１件は介護人材の確保

についてです。 
 タブレットの資料番号１３番、令和４年度決

算特別委員会審査報告書に関する措置状況報告

書の５ページを御覧ください。 
 まず、児童措置費負担金の収入未済について

です。県が児童福祉施設等へ児童を入所措置し

た場合、措置費の全部又は一部を扶養義務者等

の負担能力に応じて児童措置費負担金として徴

収しています。 
 令和４年度末の収入未済額は約７，９５１万

円となっており、前年度に比べ約８０７万円増

加しています。徴収率については、令和４年度

は１７．２％と前年度に比べ３．３ポイント減

少となっています。 
 原因としては、保護者の収入減少や物価高騰

などによる生活困窮、納入意識の乏しさ、行方

不明などとなっています。このため、児童相談

所では措置開始のタイミングで保護者への納付

指導を徹底するなど、新たな滞納の発生防止に

努めてきました。また、市福祉事務所等と保護

者の家庭状況を共有するなどの連携強化に取り

組むとともに、年２回の徴収強化月間では、文

書や電話、家庭訪問による催告等を集中的に実

施してきました。なお、令和３年度からは保護

者の状況が最も容易に把握できる児童相談所が

滞納整理を実施するよう業務を見直し、市福祉

事務所との緊密な連携のもとで、措置開始後間

もない未納者への働きかけを強化するなど、効

果的な納入指導に取り組んでいます。今後とも、

こうした取組により収入未済の解消と新たな発

生防止に努めます。 
続いて、６ページを御覧ください。 
母子父子寡婦福祉資金の収入未済についてで

す。この貸付金は母子家庭等の経済的自立と生

活意欲の助長を図るものですが、滞納者の多く

は期限内の償還が困難な場合でも年月をかけて

完納しており、昭和２８年の制度発足以来の償

還率は９８．６％となっています。 
 令和４年度の償還状況は、現年度分について

は９０．２％と高い水準を維持していますが、

過年度分は１１．０％となっており、過年度分

の収入未済額の縮減が課題です。 
 そのため、償還強化月間における長期、大口

滞納者を中心とした電話催告や家庭訪問の集中

実施のほか、平成２５年１０月以降の貸付分か

ら実施している違約金の徴収等により、納入指

導や償還の意識付けの強化を図っています。こ

れらに加え、平成２７年度からは回収が困難と

なっている債権について民間の専門会社に債権

回収を委託しており、令和４年度は約２１５万

円を回収することができました。今後ともこう

した取組により、収入未済の解消と新たな発生

の防止に努めます。 
 続いて、１５ページを御覧ください。 
子ども子育て支援の充実についてです。県で

はこれまで、子育て満足度日本一の実現を県政

の最重要課題と位置付け、経済的負担の軽減や

子育て環境の整備など様々な施策に取り組んで

きました。 
 こうした中、おおいた子ども・子育て応援県

民会議において、多胎児を養育する家庭への支

援について意見をいただいたことから、助産師

や多胎育児経験者であるピアサポーターによる

訪問支援を事業化し、昨年度は延べ７件の支援

を実施しました。また、低出生体重児を養育す

る家庭への支援のため、年齢にとらわれず成長

等の記録ができ、先輩パパ、ママからのメッセ

ージも掲載したおおいたリトルベビーハンドブ



- 17 - 

ックを作成し、県内の周産期医療センターや市

町村の窓口に配布しました。今後とも、県民か

らの幅広い意見に耳を傾け課題を把握し、様々

なニーズに応じたきめ細かな支援に努めます。 
 続いて、１６ページを御覧ください。 
介護人材の確保についてです。団塊世代８０

０万人全員が後期高齢者となる２０２５年を間

近に控え、介護人材の確保や離職防止、定着支

援などの対策を進めています。 
まず新たな人材確保として、大分県福祉人材

センターにおいて、介護の職場体験や福祉のし

ごと就職フェア等を開催し、令和４年度は５４

人が就職につながりました。令和５年度には、

ヘルパー資格の取得助成枠４０人を１００人に

拡充するとともに、外国人材の確保を見据え、

介護福祉士修学資金の貸付枠も３９人分に増や

しました。 
 次に離職防止対策として、介護業務の負担軽

減を図るため、令和７年度までに県内の特別養

護老人ホーム及び介護老人保健施設全１９８施

設に介護ロボット等の導入を目指しています。

令和５年度は前年比１．５倍の予算を確保する

とともに、アドバイザーを増員して施設への導

入を後押ししています。加えて、人材育成や処

遇改善等に積極的に取り組む事業所を評価する

ふくふく認証を８法人で認証し、優良事例とし

て発信することで魅力向上につなげていきます。 
続いて資料番号１１番、大分県長期総合計画

の実施状況について、主要な施策の成果（事務

事業評価）の当部の主要事業等について説明し

ます。１８ページを御覧ください。 
 一番上のおおいた出会い応援事業です。この

事業は、結婚の希望を後押しするため出会いサ

ポートセンターで、市町村、民間団体等と連携

した出会いの場づくり等を行ったものです。 
事業の成果については、右上の成果指標のと

おり、令和４年度末時点の成婚数が１５６組と、

目標の６０組を大きく上回ることができました。 
また、昨年１２月からはＡＩを活用したマッチ

ングシステムを新たに導入し、新規会員数や成

婚数の増加を図っており、ＡＩ導入後はお見合

い件数が３割増となっています。 

今年度からは、企業等と連携して気軽に参加

できる婚活イベントを開催し、出会いサポート

センターとの２本柱で幅広い出会いの機会創出

に取り組みます。また、おとといは佐藤知事の

発案で知事公舎を開放した婚活イベントも開催

しました。男女各１３人が参加して大変盛り上

がり、その日のうちに４組のマッチングにつな

がりました。 
次に、３４ページを御覧ください。 
一番上のみんなで進める健康づくり事業です。 

この事業は、健康寿命を延伸させるため、健康

づくりに関する県民運動を展開するとともに、

健康経営事業所の拡大による働く世代の健康づ

くりの支援に取り組んだものです。 
事業の成果については、右上の成果指標のと

おり、健康経営事業所は昨年度と比べて８５事

業所増えて７９３事業所となりました。また、

その下にあるとおり、健康寿命日本一おおいた

創造会議の下部組織としてアクション部会を立

ち上げ、各自治体の好事例の取組を共有するこ

とで、市町村との横展開や応援企業との連携に

努めました。引き続き、男女そろって健康寿命

日本一を目指した取組を進めます。 
次に、４１ページをお開きください。 
一番下の介護現場革新推進事業です。この事

業は、介護従事者の負担を軽減し離職防止を図

るため、ＩＣＴ化やノーリフティングケアの導

入等により、働きやすい職場環境の整備を支援

したものです。 
事業の成果ですが、主な活動指標と達成率に

あるとおり、目標を大きく上回る３８２台の介

護ロボットを導入することができ、右上の成果

指標に記載のとおり実際に業務負担の軽減を実

感されている職員の割合は６３．４％となって

います。今後も、介護従事者の負担軽減や働き

やすい職場環境の整備を支援し、引き続き離職

防止や定着促進に取り組みます。 
次に、４６ページを御覧ください。 
一番下のオンライン診療推進事業です。この

事業は、地域の実情に応じたオンライン診療を

推進するため、在宅医療現場での実装やへき地

における実証に取り組んだものです。主な事業
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内容の欄にあるように、令和４年度は国東市と

竹田市において、受診支援者を付ける診療形態

での実証や聴診音伝達システム等のＩＣＴデバ

イスの有用性の確認を行ったほか、適切なオン

ライン診療の実施に向けた医療従事者へのセミ

ナーの開催、在宅医療現場で受診を支援する訪

問看護師用のタブレット導入への助成を行いま

した。 
成果指標ですが、離島やへき地におけるオン

ライン診療実施医療機関数は１３機関となり、

へき地や在宅医療現場での活用が進み、受診機

会の拡大につながりました。 
次に、６２ページを御覧ください。 
一番上の障がい者就労環境づくり推進事業で

す。この事業は、障がい者雇用アドバイザーに

よる企業訪問や仕事の切り出しなど職場への障

がい者の定着支援等を行ったものです。 
事業の成果ですが、障がい者雇用アドバイザ

ーが年間を通して精力的に企業等を訪問した結

果、前年度比２５人増となる年間で２９０人の

雇用に結び付きました。今後の方針としては、

令和６年４月以降の障がい者の法定雇用率の段

階的引上げ等により、対象企業が拡大すること

を見据え、本年度から企業が集中する大分市所

管の雇用支援アドバイザーを１名増の３名体制

に強化し、障がい者雇用のさらなる促進を図り

ます。 
次に、１５０ページを御覧ください。 
一番上の新型コロナウイルス感染症療養体制

確保事業です。この事業は、感染症患者の入院

治療等を速やかに開始するため、あらかじめ受

入病床や宿泊療養施設を確保するとともに、医

療従事者の負担軽減を支援したものです。 
 事業の成果ですが、令和４年度の１年間で、

入院病床を５０８床から５７８床まで増加させ

るとともに、宿泊療養施設も最大１１棟１，３

７０室まで拡大し、第７波から第８波までの感

染の波に臨機に対応してきました。なお、コロ

ナ患者の入院に際し病床を確保するために支払

う補助金について、昨年度の会計検査院の指摘

を受け全国一斉に行われた自主点検の結果、本

県でも令和２年度及び３年度分における補助金

の過大交付が判明しました。これまで前例のな

い臨時的、緊急的な措置であり、国と都道府県

又は医療機関との間で取扱いの解釈に相違があ

ったことにより返還を要するケースが生じまし

た。過大交付に至る過程で、医療機関側には故

意又は悪意が認められないため、当該補助金の

返還を求める医療機関名の公表等は差し控えま

すが、令和２年度及び３年度分については今後

必要な国庫返納を行う予定です。その後は、適

正な執行に努めており、今回決算認定をお願い

している令和４年度分については既に是正がな

され、過大交付となったケースはありませんが、

引き続き空床確保料の適正支出に努めます。 
続いて、令和４年度の包括外部監査の結果に

ついて報告します。 
 まず、行政監査についてです。資料番号１６

番、令和４年度行政監査・包括外部監査の結果

の概要の３ページを御覧ください。 
 ２の監査テーマ及び目的のとおり、昨年度は

多様な主体との協働について監査が行われ、福

祉保健部では改善事項・検討事項の指摘はあり

ませんでした。 
 次に、包括外部監査の結果について報告しま

す。５ページを御覧ください。 
３の監査テーマ及び監査対象のとおり、昨年

度は外郭団体の適切かつ効率的な運営と内部統

制について、監査が行われました。福祉保健部

関連では、不備事項１件、改善事項７件、勧奨

事項１７件の計２５件の指摘がありましたが、

このうち不備事項とされたものについて説明し

ます。 
 １５ページを御覧ください。 
左から３列目タイトル欄の一番下、仮受金の

残高の妥当性についてですが、公益財団法人大

分県地域保健支援センターが令和４年３月末に

おいて、一時的に預かっている複十字シール募

金に係る財団法人結核予防会大分県支部の残高

証明書の金額２１０万５，４２１円と貸借対照

表の流動負債の仮受金計上額２１２万３，３５

１円との間に、１万７，９３０円の差額が生じ

ているとの御指摘をいただきました。当差額は

複十字シール募金に係る振込手数料であり、本



- 19 - 

来流動負債の仮受金から振込手数料の金額を支

出するところ、別の科目である通信運搬費にて

支出したため、差額が生じたものです。 
 本件について、残高証明書と帳簿の照合を適

切に行い、仮受金から振込手数料を支出するこ

とにより、残高証明書の金額と流動負債の仮受

金計上額を一致させるよう改めました。 
 今回の監査結果を踏まえ、今後、同様の事案

が生じることのないよう、適正な事務処理に努

めます。 
渡邉福祉保健企画課長 福祉保健部一般会計の

歳入歳出決算の主な事項について説明します。 
 資料番号９番、決算附属調書の１４ページを

御覧ください。まず、歳入決算額の予算に対す

る増減額についてです。 
 左端科目欄の中ほど、福祉生活費国庫補助金

は３４億６，０４１万６，３６７円の減となっ

ています。これは、その次の１５ページになり

ますが、増減理由欄の上から七つ目の保育・介

護職員等処遇改善交付金について、保育・介護

職員等処遇改善事業費の補助金等が見込みを下

回ったことなどによるものです。 
 また、同ページの科目欄、保健環境費国庫補

助金は１９億６，５０９万２，９８１円の減と

なっています。これは、増減理由欄の下の方に

あるとおり、新型コロナウイルス感染症関連の

交付金が見込みを下回ったことなどによるもの

です。 
 次に、３２ページを御覧ください。 
不用額についてです。科目欄の中ほど、福祉

生活費の社会福祉費の一番上、社会福祉総務費

が１７億５，３４０万５，９１３円となってい

ます。これは、保育・介護職員等処遇改善交付

金について、保育・介護職員等処遇改善事業費

の補助金等が見込みを下回ったことなどによる

ものです。 
３３ページを御覧ください。 

 科目欄の一番上、保健環境費の医務費の上か

ら２番目医療対策費が３０億３，５６３万９，

１６７円となっています。これは、新型コロナ

ウイルス感染症療養体制確保事業費の補助金等

が見込みを下回ったことなどによるものです。 

 次に、４１ページを御覧ください。 
収入未済額についてです。科目欄の下の方、

分担金及び負担金の福祉生活費負担金が７，９

５１万１，７３５円となっています。これは、

児童を児童養護施設等に入所、措置した場合に

徴収する負担金について、納入義務者の生活困

窮などにより収入未済が生じたものです。 
 続いて、特別会計について説明します。 
８３ページを御覧ください。 
国民健康保険事業特別会計における歳入決算

額の予算に対する増減額についてです。国庫負

担金が１４億４，７６１万７，０８１円の増と

なっています。これは、国からの療養給付費等

負担金の交付額が見込みを上回ったこと等によ

るものです。その下の繰入金の項は、繰入金及

び基金繰入金が共に減収となっています。これ

は、一般会計繰入金及び財政安定化基金繰入金

が見込みを下回ったことになどによるものです。 
 次に、８９ページを御覧ください。 
国民健康保険事業特別会計と母子父子寡婦福

祉資金特別会計における不用額についてです。 
 まず、国民健康保険事業特別会計ですが、主

なものとしては保険給付費等交付金が１億５，

７００万２，８２１円となっています。これは、

特別交付金が見込みを下回ったことによるもの

です。 
 続いて、母子父子寡婦福祉資金特別会計です

が、貸付金の不用額が４３５万６，４７３円と

なっています。これは、母子家庭等への貸付実

績が見込みを下回ったことによるものです。 
 次に、９３ページを御覧ください。 
 科目欄の一番上、母子父子寡婦福祉資金特別

会計における収入未済額についてです。諸収入

のうち貸付金元利収入が８，８２２万１，６３

６円となっています。これは、納入義務者であ

る母子家庭等の生活困窮などにより、収入未済

となったものです。 
 決算附属調書の説明については以上です。 
 次に、歳出決算の主な事業について説明しま

す。資料番号１０番、一般会計及び特別会計決

算事業別説明書の７６ページを御覧ください。

まず初めに、福祉保健企画課関係について説明
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します。 
 事業説明欄の一番下、災害時要配慮者支援事

業費決算額８６６万８，９１５円です。これは、

高齢者や障がい者など、災害時における要配慮

者の安全や安心を確保するため、ケアマネジャ

ー等福祉専門職向けの研修や自主防災組織等を

対象としたセミナーを開催するなど、市町村が

進める個別避難計画の作成等を支援したもので

す。 
土師保護・監査指導室長 ７８ページを御覧く

ださい。保護・監査指導室関係について説明し

ます。 
 第２目扶助費の事業説明欄、生活保護費決算

額１３億７，０３８万１，５７５円です。これ

は、生活保護に要した経費のうち、県に実施責

任のある町村分に関するものなどです。 
三好医療政策課長 ８２ページを御覧ください。 
医療政策課関係について説明します。 
第２目医療対策費の事業説明欄の上から２番

目、医師偏在解消推進事業費は決算額４，９８

２万７，０７０円です。これは、地域医療を担

う医師の確保及び地域や診療科の偏在解消を図

るため、地域中核病院や小児科、産婦人科、救

急科で専門研修を行う医師に対して研修資金を

貸与したほか、臨床研修医の確保に向け、臨床

研修病院合同説明会を開催し、医学生と病院と

のマッチング等を実施したものです。 
山本薬務室長 ８６ページを御覧ください。薬

務室関係について説明します。 
第２目薬務費の事業説明欄の一番上、薬務取

締費は決算額３６３万４，２９４円です。これ

は、医薬品や毒物劇物等の製造や販売において

適正な取扱いを図るため、事業者に対する指導

監督等を行った経費です。 
阿部健康づくり支援課長 ８９ページを御覧く

ださい。健康づくり支援課関係について説明し

ます。 
 事業説明欄の上から５番目、がん対策推進事

業費は決算額３，７５４万８，８９２円です。 
これは、がんになっても安心して暮らせる社会

を構築するため、県内に６か所あるがん診療連

携拠点病院等の機能強化を図ったほか、がん患

者の社会参加を後押しするため、医療用ウィッ

グ等の購入費用の助成などを行ったものです。 

池邉感染症対策課長 ９３ページを御覧くださ

い。感染症対策課関係について説明します。 
 事業説明欄の下から２番目、新型コロナウイ

ルス感染症対策事業費は決算額４５億５，６２

１万４，８０６円です。これは、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のため、患者の早期発見

のための検査体制の強化及び患者発生時に迅速

に対応できる搬送体制の構築などを行ったもの

です。 
一丸国保医療課長 ９５ページを御覧ください。 
国保医療課関係について説明します。 
第５目国民健康保険指導費の事業説明欄の一

番上、国民健康保険基盤安定化事業費は決算額

１０７億４，８７７万９，６６４円です。これ

は国民健康保険法の規定に基づき、県の定率負

担分について一般会計から特別会計への繰り出

し等を行ったものです。内訳は国民健康保険税

の軽減に係る負担として、保険基盤安定事業費

負担金４０億９，０９８万５，９９２円、未就

学児均等割保険税負担金１，０９９万６，５８

６円、４０歳以上の被保険者に対して実施する

特定健康診査、保健指導に要する経費に係る負

担として特定健康診査・保健指導繰出金１億５，

１２０万４千円、保険給付に対する負担として

財政調整繰出金６４億９，５５９万３，０８６

円となっています。 
資料番号８番、決算に関する調書の２８５ペ

ージを御覧ください。国民健康保険事業特別会

計について説明します。 
第４項繰入金の第２目基金繰入金について、

決算額は９億９，１３０万円です。これは、国

保事業費に対する国等からの交付金の減額によ

り、納付金の大幅な上昇が見込まれたため、９

億円を取り崩し被保険者の保険税負担の軽減を

図ったものです。 
渡邉高齢者福祉課長 資料番号１０番、一般会

計及び特別会計決算事業別説明書の１０１ペー

ジを御覧ください。高齢者福祉課関係について

説明します。 
 事業説明欄の一番上、自立支援型サービス推
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進事業費は決算額１，０９４万２，４７４円で

す。この事業は、生活機能が低下した高齢者の

要介護状態への移行や悪化の防止を目指し、支

援が必要な高齢者が機能改善を行う自立支援型

サービスに適切につながる仕組みを構築するた

め、オムロン株式会社との連携協定に基づき、

ＩＣＴシステムを活用したモデル事業を県内１

２市町で行ったものです。 
今井こども未来課長 １０５ページを御覧くだ

さい。こども未来課関係について説明します。 
 事業説明欄の一番下、伴走型出産・子育て応

援事業費は決算額１億４，３３１万８千円です。 
これは、全ての妊産婦や子育て世帯が安心して

出産や子育てができる環境を整備するため、妊

娠期からの伴走型相談支援の充実、妊産婦や子

育て世帯への経済的支援を行う市町村に対して

助成したものです。今後とも、面談や継続的な

情報発信等を通じて、妊産婦や子育て世帯を必

要な支援につなげられるように取り組みます。 
なお、不用額は予算額７億５千万円から決算

額を差し引いた６億６６８万２千円となってい

ます。これは当初、国から市町村への補助金を

間接補助と見込んでいましたが、都道府県の事

務負担軽減の観点等から、令和５年１月２４日

に厚生労働省が直接補助に変更したため、予算

額と決算額に大きな乖離が生じることとなりま

した。 

隅田こども・家庭支援課長 １１２ページを御

覧ください。こども・家庭支援課関係について

説明します。 
 事業説明欄の上から３番目、ヤングケアラー

等支援体制強化事業費は決算額１，１４２万３，

６８０円です。これは、ヤングケアラーなど支

援を必要とする子どもや児童虐待のおそれのあ

る家庭を早期に発見し、適切な支援につなげる

ため、見守りや相談体制の構築のほか、周知や

啓発等に取り組んだものです。 
柳井障害福祉課長 １２０ページを御覧くださ

い。障害福祉課関係について説明します。 
 事業説明欄の下から４番目、医療的ケア児等

支援推進事業費は決算額１，１８５万６，９５

７円です。これは、医療的ケア児等が地域で適

切な支援を受けられる環境を整えるため、令和

４年７月にワンストップで相談できる医療的ケ

ア児支援センターを設置したほか、在宅での災

害時等に備えた非常用発電装置等の購入費を補

助する市町村に対し助成したものです。 
高木障害者社会参加推進室長 １１９ページを

御覧ください。障害者社会参加推進室関係につ

いて説明します。 
 事業説明欄の上から５番目、障がい者芸術推

進事業費は決算額４，０７２万３，８４７円で

す。これは、障がい者の芸術文化活動を継続し

発展させるため、公益財団法人大分県芸術文化

スポーツ振興財団内に開設している、おおいた

障がい者芸術文化支援センターによる福祉事業

所等に対する相談支援や企画展の開催など、障

がいのある人の芸術文化活動の発表や鑑賞機会

の提供等を行う体制整備のほか、東アジア文化

都市２０２２大分県関連行事として大分県立美

術館で開催した展覧会などに要した経費です。 
後藤副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。 

 事前通告者は、かなりの人数となっている中、

時間は限られています。重ねて、執行部に申し

上げます。より簡潔な答弁をお願いします。ま

た、委員の皆様にも申し上げます。質疑につい

てもできるだけ簡潔にするなど、進行に御協力

をお願いします。 

 事前通告が１０名の委員から出されているの

で、まず事前通告のあった委員の質疑から始め

ます。 

太田委員 主要な施策の成果１２ページ、おお

いた子育てほっとクーポン利用促進事業につい

てです。 

国の出産・子育て応援交付金の創設を受けて、

令和５年度からクーポンを発行しないとなって

いるが、この事業の目的は子育て家庭の経済的

負担の軽減に加え、子育て支援サービスの周知

と利用促進であると思います。クーポンが発行

されなくなったことに伴い、子育て家庭が子育
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て支援サービス情報を取得しづらくなったこと

について、今後、県としてどのように子育て支

援サービスの周知及び利用促進に取り組むのか

お尋ねします。 

 次に、３５ページの地域介護予防活動推進事

業について、ポストコロナにおける通いの場参

加促進に向けて、今後の方針はどのように考え

ているか。 

 それから、４１ページの介護現場革新推進事

業について、介護ロボットの導入台数が目標値

を大幅に上回っているが、その進捗状況や成果

についてどのように考えているか、以上３点に

ついて伺います。 

今井こども未来課長 子育て支援サービスの周

知と利用促進についてお答えします。 
 おおいた子育てほっとクーポン利用促進事業

は、平成２７年度から子育て世帯の経済的負担

の軽減に加えて、保育所の一時預かりや病児保

育など、子育て支援サービスの周知と利用促進

を目的として、市町村と連携して実施してきま

した。その結果、各支援サービスの利用は年々

伸びており、認知度の向上につながっていると

考えています。 
 子育て世帯への新たな経済的支援策として、

今年から妊娠、出産届出時にそれぞれ５万円を

給付する出産・子育て応援交付金が創設されま

した。それに伴って、事業目的が重複するクー

ポンの新規発行は行わないことにしたものです。 
 これまでクーポンが担ってきた子育て支援サ

ービスの周知と利用促進については、市町村と

連携して、この交付金の支給要件である保健師

等による３回の面談機会を利用して、必要な支

援につないでいきたいと考えています。 
 また、あわせて約２万人の登録がある県のＬ

ＩＮＥアカウントや大分県子育て支援ポータル

サイト子育てのタネ、県内１８市町村全てで導

入されており、約１万５千人の登録がある母子

手帳アプリ母子モに加えて、フェイスブックや

インスタグラムなどあらゆる媒体を活用して、

各種サービスの周知に取り組んでいきます。 

渡邉高齢者福祉課長 まず、地域介護予防活動

推進事業についてお答えします。 

 コロナ第１波で１割にまで落ち込んだ通いの

場の活動状況は、令和４年度末には８割を超え

るまで回復しています。一方で、現在でも活動

再開に至らない通いの場や活動を再開しても参

加者が減少しているという市町村の声もありま

す。今年度は、通いの場のリーダーを対象にフ

レイルチェックシートを活用した参加のきっか

けづくりや、めじろん元気アップ体操の実技な

どについて、改めて学んでいただくための研修

を実施し、再開に向けた活動を後押ししていま

す。 
 一方、課題としては、通いの場の参加が少な

いと言われている男性や若い世代の取り込みが

必要であると考えています。このため、今後の

展開としては、通いの場の活動内容多様化と魅

力向上を目指した取組として、例えば男性向け

の料理教室やｅスポーツの活用などによって、

新たな層の参加促進が図れるのではないかと検

討しています。 
 次に、介護現場革新推進事業についてお答え

します。 
 深刻な人材不足を背景に、介護現場の負担軽

減は喫緊の課題であり、各事業所における介護

ロボット導入への機運は高まっているものと考

えています。実際に、令和４年度末までで特別

養護老人ホームと介護老人保健施設あわせて１

９８施設のうち５３施設が導入し、その効果と

して、見守りセンサーの整備により夜間の定期

巡回が不要となった先進事例も出てきています。 
 令和４年度の介護ロボット導入要望は当初予

算を大きく上回ったことから、今年度は１．５

倍の予算を確保していますが、申請状況は昨年

度同様に予算を大きく上回る状況で、予算全額

を執行する見込みとなっています。本申請の状

況からすると、県内の特別養護老人ホームと介

護老人保健施設の半数以上で導入に向けた取組

が進んでいるものと考えています。 
 令和４年度から配置している介護ロボット導

入を支援する介護ＤＸアドバイザーについても、

２人体制に増員しており、より幅広く効果的な

導入が図れるよう、県として後押ししていきた

いと考えています。 



- 23 - 

太田委員 おおいた子育てほっとクーポンの決

算額として８，１００万円程度上がっています

が、発行したクーポンが全額利用された実績の

数字であるのか、お尋ねします。 
今井こども未来課長 令和４年度までに発行し

たクーポンについては数年使えるようになって

おり、今後、数年間かけて使っていただくこと

になるので、数年間は県の予算として残ります。 
太田委員 未使用分のクーポンは、予算として

は繰越しになりますか。また、国の制度と両方

もらえますか。 

今井こども未来課長 国の制度は令和５年度か

ら始まっています。クーポンについては令和４

年度までに生まれた方が対象なので、国の制度

と両方で対象になることはありません。 

 ただ、令和４年度までに生まれた方について

は、債務負担行為を設定して数年で使っていた

だく形にしているので、今クーポンを持ってい

る方については、期限が来る前に使っていただ

くよう周知していきたいと考えています。 

澤田委員 私からは、主要な施策の成果２９ペ

ージ、医療的ケア児等支援推進事業についてお

尋ねします。 

 まず一つ目が、医療的ケア児の受入れに必要

な設備を整備するために助成を行っていますが、

受入可能施設の現状はどうなっているのか、ま

た在宅で介護する家族の負担軽減のためにどの

ように取り組んでいるのか聞かせてください。 

 二つ目に、発達障がい児地域支援体制整備事

業についてお尋ねします。発達支援コンシェル

ジュについて、具体的にどのような相談対応を

行っているのか。また、発達支援コンシェルジ

ュの相談件数が増えていると思いますが、どの

ように取り組んでいるのか。 

 それから、通告していませんが分かる範囲で

お願いします。発達障がい児の様々な問題で、

保護者が児童相談所に相談するケースがあると

思います。相談した際に、放課後等デイサービ

スとの連携ができているのか、答弁をお願いし

ます。 

柳井障害福祉課長 お答えします。まず、医療

的ケア児の受入可能施設の現状についてですが、

入所施設が５施設、短期入所事業所が１１施設、

児童発達支援事業所が１４施設、放課後等デイ

サービス事業所が２１施設となっており、その

うち約７割が大分市と別府市に集中しています。

両市以外で受入施設が増えるよう、施設職員向

けの研修会や施設の開設や定員増等の相談の際

に本助成制度を説明し、活用を働きかけていま

す。 
 次に、在宅で介護する家族の負担軽減につい

てです。昨年度開設した医療的ケア児支援セン

ターで、家族や支援者からの相談にワンストッ

プで対応しており、これまで９９件の相談を受

け付け、随時必要なサービス利用等につなげて

います。また、福祉、保育、教育、労働等の分

野で医療的ケア児への適切な支援ができる人材

を養成する研修を実施しており、昨年度は６３

人を養成しました。 
 しかしながら、保護者からは子どもから全く

目が離せず、少しでも介護から解放される時間

がほしいとの声を聞くので、引き続き保護者や

支援関係者の声をよく聴きながら、今後どのよ

うな支援が必要か検討していきます。 
 次に、発達支援コンシェルジュについてです。 
具体的な相談対応ですが、まず子どもの発達が

気になる保護者からの相談については、子ども

の特性に応じた対応方法のアドバイス、子ども

に適した療育機関の利用につなげるなどの支援

をしています。また、保育所や幼稚園等から他

の子どもとうまく関われない子どもに関する相

談については、保育所等を訪問して子どもの状

況を把握し、支援方法を一緒に検討しています。 
 相談件数の増加に向けた取組については、本

事業を開始した令和３年度が７８０人、４年度

は９３６人の相談支援を行いました。今年度か

らは発達支援コンシェルジュを６人から７人に

増員し、人口の多い大分市の支援体制を強化し

ました。また、大分県子育て支援ポータルサイ

ト子育てのタネへの掲載、市町村や教育委員会、

スクールソーシャルワーカー等に発達支援コン

シェルジュの役割を紹介するリーフレットを配

布して周知を図っています。 
 追加で質疑があった児童相談所と放課後等デ
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イサービス事業所との連携については、後ほど

お答えします。 
澤田委員 児童相談所と放課後等デイサービス

事業所との連携について、また分かったら教え

ていただければと思います。 

 いずれにしても、令和２年に医療的ケア児の

保護者を対象に全国調査をしていると思います。

その中で、家事を依頼できる方が５０．４％、

できない方が４９．６％ということで、半数以

上が家事等を依頼できずに１人で医療的ケア児

を抱えている大変な状況が分かりました。来年

度予算に向けて、こういった方の負担軽減にぜ

ひ取り組んでいただきたいと思うので、よろし

くお願いします。 

柳井障害福祉課長 児童相談所と放課後等デイ

サービス事業所との連携についてですが、児童

相談所における相談の中で、放課後等デイサー

ビス事業所の利用であるとか、うまくなじめな

いなどの相談については、放課後等デイサービ

ス事業所につないで一緒になって検討している

ようです。 
木付委員 まず、決算事業別説明書７７ページ、

保育・介護職員等処遇改善事業費についてお尋

ねします。 

 医療、福祉の分野は今後ますます人材確保が

重要になってくると思います。さきほど部長か

ら介護人材の確保施策について説明がありまし

たが、賃金水準の底上げが大変重要と思ってい

ます。この事業による改善効果を職種別にお示

しください。 

 次に、予算に対して不用額が５０％を超えて

いるようです。さきほど福祉保健企画課長から

見込みを下回ったと説明がありましたが、なぜ

見込みを下回ったのかお尋ねします。また、こ

のことが賃金水準に悪影響を及ぼしていないか

もあわせてお尋ねします。 

 次に、決算に関する調書２８５ページ、国民

健康保険事業特別会計の財政安定化基金の繰入

れについて国保医療課長から説明がありました

が、この効果額はいくらかをお尋ねします。 

渡邉福祉保健企画課長 まず、保育・介護職員

等処遇改善事業費についてお答えします。 

 改善効果ですが、統計調査を基に事業実施前

の令和３年度と令和４年度を職種別の月額相当

で比較をします。統計によりがたいものについ

ては一部推計になりますが、この比較によると

いずれも上昇しており、その幅は病院の看護職

員が１万３千円程度、介護施設の職員が１万７

千円程度、児童養護施設の職員が１万１千円程

度、保育施設の職員が１万２千円程度、障がい

者施設の職員が１万円程度となっています。 
 本事業をきっかけに各施設でも処遇改善を行

うこともあって、予算上想定していた額として、

保育士や介護士で月額９千円程度、看護職員で

月額４千円程度ですが、この引上げ額を上回る

平均賃金の上昇につながりました。 
 次に、不用額についてです。不用額が多くな

った原因は、当初は県を経由する補助スキーム

で事業化をしていましたが、国から市町村へ直

接補助になったことによって全額不用となりま

した。具体的に申し上げると、令和３年１１月

に閣議決定されたことに基づいて、令和３年１

２月補正予算で計上しましたが、国から詳細な

スキームが明らかでない段階で予算措置をして、

その後にスキームの変更があったため不用額が

生じたものです。 
 続いて、不用額に伴う悪影響についてですが、

各職種において平均賃金の上昇が確認できてい

るので、本事業が処遇改善につながっていると

考えており、不用額の発生が悪影響を及ぼして

いるとは考えていません。 
一丸国保医療課長 国民健康保険の財政安定化

基金の繰入れによる効果額についてお答えしま

す。 
 先日の第３回定例会でも議論がありましたが、

国民健康保険財政安定化基金は国民健康保険法

に基づいて、県や市町村の特別会計における財

源不足の補 と市町村から県への納付金の一時

的な上昇抑制の二つを目的として取り崩すこと

ができるものです。 

昨年度、国民健康保険事業費に対する国等か

らの交付金の減額により納付金の大幅な上昇が

見込まれたため、９億円を取り崩して被保険者

の保険税負担の軽減を図りました。その効果額
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については、保険税の伸びの抑制額として被保

険者一人当たり４，３３０円となっています。 

木付委員 処遇改善については効果が現れてい

るとのことですが、引き続きやっていかなけれ

ばいけないと思っています。そこで、今後どの

ように取り組んでいくのかをお示しください。 

 基金については、９億円の繰入れがあったと

のことですが、今後の基金の安定的な運用は大

丈夫ですか、その辺もお尋ねします。 

渡邉福祉保健企画課長 今後の処遇改善の取組

ですが、本事業の実施以降は基本的に賃金改善

分が公的価格の中に反映されています。しかし

ながら、全職種と比較して高いと言い切れない

部分もあるので、人材確保のためにも引き続き

国等へ賃金改善分のアップを要望していきたい

と考えています。 

一丸国保医療課長 繰り入れた基金については、

財政調整事業分と言って、毎年の決算剰余金を

積み立てたものとなっています。現在６０億円

積み上がっていますが、決算剰余金が出ない年

もあり、これが恒久的に安定して使われること

はないので、国民健康保険の安定的な財政運営

については国に要望しています。 
守永委員 二つお尋ねします。 

一つは決算事業別説明書の９３ページ、新型

コロナウイルス感染症対策事業費についてです。 

新型コロナウイルス感染症については、大分県

では令和２年３月３日に初めて確認され、発生

初期に大規模なクラスターも発生したことで、

早期の検査体制構築の必要性を強く感じました。

次の新興感染症の発生に備えるために、今年度、

感染症予防計画の改定作業を行っているとのこ

とですが、特に検査体制の確保はどのように行

うことを考えているのか伺います。また、令和

４年度決算ではこの事業に４５億円を超える事

業費を投じていますが、この年度はほとんどが

国庫の裏付けがあったと思います。この裏付け

の状況について説明ください。 

 次に、決算事業別説明書の９４ページ、感染

拡大傾向時検査体制確保事業費についてです。   

新型コロナウイルスの無料検査事業について、

今年の８月末時点までに全国１１都府県で事業

者の申請内容に虚偽があったことが確認され、

当該都府県が補助金の返還命令等を受けていま

す。新聞報道によると、その時点で不正の有無

を確認できていないと答えた道県があったので

すが、さきほど部長の説明の中でも触れたかと

思いますが、大分県において同様の事態がなか

ったのか、改めて答弁いただきたいと思います。 
池邉感染症対策課長 まず、一つ目の新興感染

症に備えた検査体制についてです。現在、感染

症予防計画の改定作業を行っていますが、県だ

けでなく関係機関である大分大学等と連携して、

感染者が増大した場合の検査体制の構築を議論

しています。大分大学からも協力的な発言があ

るので、しっかり体制を整えていきたいと思っ

ています。また、数値目標の設定も検討してい

ます。 
 また、流行初期は特に行政検査が中心になる

ので、大分県衛生環境研究センターがその中心

的な役割を担うと思っています。科学的かつ技

術的な中核施設として体制強化は必要であり、

そのために必要な機器整備に今取り組んでいま

すが、センターの所管は生活環境部になるので、

生活環境部ともしっかりと協力して検査能力を

確保していきたいと考えています。 
 それから、令和３年度の事業費の内訳ですが、

４５億円のうち３９億円超えが国庫支出金とな

っています。このうち包括支援交付金など、コ

ロナ禍において国の補正予算で特例的に創設さ

れた交付金が約２９億円、残り１０億円はそも

そもの感染症法に基づいて交付される感染症予

防事業費等国庫支出金を充当しています。 
 次に無料検査事業に関しては、大分県では５

０事業者が実施しており、それに対して補助金

を交付しています。毎週、事業者が検査の実績

を上げてきており、その実績の件数と補助金申

請時の申請件数を照合するなど、厳正な審査や

確認をしており、虚偽の申請等の事例は見られ

ていません。 
工藤福祉保健部長 私から１点補足です。今、

感染症対策課長が説明したのは無料検査事業に

対する補助金であり、これについてチェックし

た結果、５０事業者とも過大交付はありません。
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さきほど私が説明したのは、コロナ患者の入院

に際し医療機関が空床を確保するために支払う

補助金について、令和２年度と令和３年度の２

か年度にわたって過大請求や過大交付があった

ということで、事業が別になるのでよろしくお

願いします。 
守永委員 新規流行時にどう対応していくかと

いう体制整備については、令和３年度と令和４

年度の経験を踏まえた上で、現場で状況を見な

がら対処することになると思います。コロナ禍

での経験を踏まえ、科学的に整理していく作業

を丁寧にやっていただきたいと思います。また、

そのときにどうしても必要な研修や人員も出て

くるだろうと思うので、県立病院も定数を増や

す等の対応をされていますが、通常時及び緊急

時の人員配置やどういう手順で行うかも含めて、

関係する所属とも議論をしながら、取り組んで

いただければと思います。よろしくお願いしま

す。 

穴見委員 大きく３項目あります。 

 まず主要な施策の成果４９ページ、看護職員

確保総合対策事業についてです。県内で多少の

差はあるものの、看護師不足は全県で大きな課

題と考えています。そこで、まず令和４年度の

看護師等修学資金貸付金の実績を教えてくださ

い。それから、県内の看護師確保に向けた取組

の課題や今後の対応をどのように考えているか

聞かせてください。 

 続いて、決算事業別説明書７８ページの生活

保護費ですが、令和２年度以降長く続いたコロ

ナ禍の影響で、生活保護受給者等が増えた話を

耳にします。そこで、前年度と比較してどのよ

うな動向であるか聞かせてください。 

 最後に決算事業別説明書８６ページ、薬務取

締費についてです。令和３年８月より認定薬局

制度がスタートしましたが、今後この制度の推

進を図り、県内の地域連携薬局を増やしていく

ことが県民の健康増進につながっていくと考え

ています。そこで、認定薬局制度の推進に係る

予算の執行状況はどのようになっているでしょ

うか。それから、地域連携薬局を増やしていく

ことで、地域包括ケアシステムへの薬剤師の参

画を広げていくことが期待できますが、今後ど

のように認定を推進していくのか聞かせてくだ

さい。よろしくお願いします。 

三好医療政策課長 看護師等修学資金貸付金の

実績についてお答えします。 
 貸付金の総額は３，０３２万４千円で、貸与

人数は７５人となっています。貸与人数の内訳

は、県内の看護師養成所の学生が５０人、県外

の看護師養成所の学生が１４人、准看護師養成

所の学生が１１人となっています。 
 次に、県内の看護師確保に向けた取組の課題

と今後の対応についてです。県内の医療機関等

に就業している看護職員は、令和４年末時点で

２万１，６５０人で、令和２年と比べて３２４

人増加しています。看護職員は増加傾向にあり

ますが、団塊の世代が全て７５歳以上となる令

和７年までに、さらに約６００人の確保が必要

となるため、看護学生の確保や看護職員の離職

防止、再就職支援が課題となっています。 
 このため、県では看護学生の確保のために看

護師等修学資金を貸与し、県内での就職を促進

しています。離職防止に向けては、新人看護職

員の指導者研修を行うなど、サポート体制を整

備しています。再就職支援では、ナースセンタ

ーを通じた復職希望者への相談のほか、支援の

充実についても検討しています。また、大分県

働きたい医療機関認証制度～大分ホスピレート

～などを通じて、職場環境の改善等も図りなが

ら、看護職員の確保対策を推進していきます。 
土師保護・監査指導室長 生活保護費の前年度

と比べての推移、動向についてお答えします。 
 決算額については、令和３年度の１５億３，

１００万９，０１８円に対し、令和４年度は１

３億７，０３８万１，５７５円と約１億６千万

円の減となっています。内訳は、扶助費が約９，

１００万円の減、生活保護費県費負担金が約８，

２００万円の減、国庫返納金が約１，２００万

円の増です。 
 扶助費及び県費負担金が減となった要因は、

生活保護世帯の６割以上を占めている高齢者世

帯の死亡廃止が多かったことなどによるもので

す。なお、月平均で扶助費対象人員が３０人、
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県費負担金対象者が３８人減少しています。国

庫返納金は令和３年度の精算金であり、令和３

年度の保護人員数が見込みを下回ったことによ

る増です。 
 また、県に実施責任の郡部の生活保護人員の

推移については、平成２３年度の７４０人をピ

ークに近年は減少傾向にあり、令和４年度は５

２８人にまで減少しています。生活保護人員の

減少に伴い、扶助費も平成２３年度の約１１億

９千万円から令和４年度は約８億６千万円に減

少しました。 
山本薬務室長 まず、認定薬局について予算の

執行状況を説明します。 
 令和３年８月から認定制度が始まったことに

伴い、地域連携薬局の認定調査と監視指導に要

する経費、また薬剤師の確保に係る経費として

６２万５千円を執行しています。薬局が地域に

貢献、活躍していくために必要となる薬剤師の

確保については、県出身の薬学部生に対し県内

就職を促すパンフレットを配布するとともに、

県出身の薬学部生が比較的多い福岡市で薬剤師

確保のためのイベントを実施しました。 
 次に、今後の認定の推進についてです。地域

連携薬局は、医療機関や介護施設など多職種と

の連携を図りながら、地域包括ケアシステムの

一翼を担うことが求められており、令和３年８

月から現時点までで県内３１の薬局を認定して

います。今後は、大分県薬剤師会と協力して薬

と健康の習慣などイベントでの広報や地域包括

支援センターなどへの情報提供を行うことで、

認定薬局の利用により高度なサービスが受けら

れることを広く県民に周知するとともに、薬剤

師の確保もあわせて推進していきます。 
穴見委員 ありがとうございました。１点目の

看護師の確保、そして最後の薬剤師の確保、ど

ちらも喫緊かつ重要な課題であると認識してい

るので、引き続き積極的な取組をよろしくお願

いします。 

工藤福祉保健部長 今の質疑は、数字を羅列し

ながらの答弁とならざるを得ないので、ゆっく

り読んだつもりですが、数字のメモ書き等が追

いつかないこともあると思います。開会中、閉

会中問わず、福祉保健部に言っていただければ

対応するので、いつでも要望いただければと思

います。よろしくお願いします。 

吉村委員 決算事業別説明書の１１１ページ、

児童虐待防止対策事業費についてです。 

令和４年度の児童相談所における児童虐待相

談件数が速報値で過去最多となっており、大分

県でも令和３年度よりも７％増えて１，７８６

件という数字が示されています。そのような状

況の中で、今年１月に私の地元である中津市に

おいて、小学校１年生の女子児童が母親から殺

される悲しい出来事が起こったわけです。母親

は、警察や児童相談所等にも相談をしていたよ

うですが、結果的に子どもを助けてあげられな

かったことが残念でなりません。 

 虐待を早期に発見して早期に対応し、子ども

を虐待から守ることはもちろんですが、虐待を

要因として保護者が孤立していないか注意を払

うことも必要だと思います。児童相談所をはじ

めとした関係機関の連携が必要になると思いま

すが、児童虐待の相談対応件数増加の要因につ

いてどのように捉えて分析しているか。それか

ら、虐待防止のための対策について県としてど

う考えているかお聞きします。 

 次に決算事業別説明書１１２ページ、子ども

の居場所づくり推進事業費についてです。朝食

支援についてですが、朝食を食べない、食べら

れない子どもがいます。いろんな理由があると

思いますが、朝食支援の実績、成果と課題、そ

れから今年度の実施見込み及び今後の展開につ

いて伺います。 

隅田こども・家庭支援課長 初めに、児童虐待

防止についてお答えします。 

 児童虐待対応件数の増加の要因についてです

が、児童虐待そのものが増えていることに加え

て、社会的関心や関係機関の児童虐待防止に対

する意識や感度が高まり、関係機関からの通告

が増えています。特にＤＶ事案など、警察が関

与した家庭に子どもがいた場合に、心理的虐待

として警察から児童相談所に通告されるケース

が増えていることが主な要因と考えています。 

 次に、虐待防止のための対策についてですが、
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増加する児童虐待にしっかり対応するため、今

年度、児童福祉司を１０人増の６９人、児童心

理司を３人増の２８人とするなど、計画的に増

員を図っています。人材育成についても、新任

職員の家庭訪問や面接時には経験豊富な職員が

同席するなど、職員に必要な知識や専門スキル

の習得に努めています。また、関係機関との連

携も重要です。令和３年度には佐伯市と日田市

に児童家庭支援センターを開設して、県内５か

所体制に強化した上で、一時保護の解除などで

家庭に引き取られた子どもの見守りなどを児童

家庭支援センターに委託する事業の予算額を今

年度は倍増していて、さらなる連携強化を図っ

ています。引き続き、市町村要保護児童対策地

域協議会や児童家庭支援センター、警察などの

関係機関と連携しながら、虐待の早期発見、早

期対応に万全を期していきたいと考えています。 

 続いて、子どもの朝食支援についてです。朝

食支援については、食材をグリーンコープから

無償提供いただいて、配送や配膳に関しては初

年度に限り県が委託をして、希望する学校等を

モデルとして、地元の子ども食堂などに主体的

に取り組んでいただいています。令和３年度に

４市６校で取組を開始して、令和４年度には中

津市をはじめ４市１１校で実施し、今年度も９

月末現在で佐伯市、宇佐市、豊後大野市の計４

校で取り組んでいます。 

 利用した子どもからは、これで勉強にも頑張

れるといった声があり、学校の先生からも児童

が集中して授業に参加できるようになったとか、

やる気が出てきた、挨拶ができるようになった

などの声をいただくなど、一定の成果が見られ

ています。またグリーンコープからは、継続を

希望する学校等に対して食材を無償提供してい

くとの話をいただいています。一方で、朝食支

援を受け入れる学校をはじめ、市町村をはじめ

とした関係団体の理解や協力が必要です。その

ため、県の財政支援が終了した後も、希望する

学校等で継続的に実施ができるよう、引き続き

市町村と対応を協議していきたいと考えていま

す。 

吉村委員 ありがとうございました。児童虐待

に関して、児童相談所等の職員を増員したり、

県内各地に児童家庭支援センターを設置してい

ることについては大変いい取組だと思いますが、

一方で、児童虐待の増加要因として児童相談所

の人事異動の問題もあると思うんですね。この

辺にも配慮をお願いしたいと思います。 

 ところで、私の地元校区において自治委員や

民生委員、学校関係者など様々なボランティア

団体が一緒に考える、地域福祉を目的としたネ

ットワークの会があります。その中で、地域に

孤立している母親がいるので、困ったらおいで

よというメッセージを載せたチラシを全校区内

に配布しようという意見がありました。いろん

な関係機関がありますが、地域の力が子どもや

その保護者を見守っていく点ではとても大事で

あると思います。地域の力についてはいかがお

考えでしょうか。 

工藤福祉保健部長 さきほど委員から紹介いた

だいた中津市の児童虐待事案については、私も

すぐ近くに偶然いたので本当にびっくりして衝

撃を受けました。 
 また近々、民間の有識者から対処方法の検討

結果が出されるので紹介したいと思いますが、

その検証結果を待つことなく、現時点で児童相

談所でできる人員の増や職員のスキルアップな

どを一生懸命やっています。やはり県としては、

県内二つの児童相談所と五つの児童家庭支援セ

ンターで何とか完全解決に向けてという思いが

あります。ただ、広い地域の中で、さきほどの

中津市の事案もなかなか目が届きづらかった事

案なので、地域の中でしっかり見守っていくと

いう地域のアプローチする力も歓迎したいと思

います。 
 児童相談所にもそういった地域があることを

ぜひ伝えていただいて、児童相談所ができるこ

と、余りプライバシーに関わることをせずに地

域としてできることなど連携がしっかりできれ

ば、今後虐待を未然に防げるのではないかと思

います。児童相談所だけでやる覚悟はあります

が、やはり地域との連携を児童相談所でも気に

かけていきたいと思います。 

吉村委員 ありがとうございました。いろんな
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ところと連携しながら、未来のある子どもたち

を育んでいただければと思います。こういう悲

しい出来事が二度と起こらないようにと思いま

す。あわせて、朝食支援についてですが、意義

の周知だとかそのやり方――募集をかけたり、

運営していくことについてもまだまだ課題があ

ると思うので、また検討いただきたいのと、朝

食支援に対してそこまでしなきゃならないのか

という声もあります。 

さきほど言ったように、その辺の意義の周知

もあるし、根本的な問題として親の経済的な問

題にもぜひ御尽力いただければと思います。よ

ろしくお願いします。 

猿渡委員 ３点について通告しています。 

 まず主要な施策の成果１９ページ、子ども医

療費助成事業についてです。本県の子ども医療

費助成制度は長く改定されていないと思います。

もう十七、八年ぐらいになるかと思いますが、

いつ改定されたのか答弁ください。この制度に

よって、子どもの保健の向上や経済的負担の軽

減が図られ、子どもを安心して産み育てられる

環境づくりが促進されるもので、住んでいる自

治体によって差が出ないように国に要望してい

ると思います。正にそのとおりだと思いますが、

そういう立場に立つならば、やはり県下で自治

体によって差が出ないように、まず県が充実す

べきと考えます。 

 今、大分県の制度は入院が中学生まで、通院

が未就学児までが一部自己負担有りですね。県

下の市町村では、高校生までの助成制度が既に

半分の９市町村に広がっているし、残りの９市

町村も全て県の制度に上乗せして、中学生まで

入院、通院とも助成しています。県の制度とか

なり差が出ているので、改善や充実が必要だと

考えますが、来年度に向けていかがでしょうか。 

 ２点目が、主要な施策の成果１３ページ、放

課後児童対策充実事業についてです。放課後児

童クラブの受け皿拡大や処遇改善による放課後

児童支援員等の確保に努めるとありますが、こ

れまでも社会保険労務士を派遣して取り組んで

きたわけですが、その効果はどうなのか、処遇

改善はどのように図られてきたのか答弁くださ

い。それから、ほとんどがパートでの雇用だっ

たと思いますが、今どのような状況であるかお

願いします。 

 ３点目が、決算事業別説明書７７ページ、保

育・介護職員等処遇改善事業費についてです。

今、補助金による支援をしていると思いますが、

まず、この内容について説明ください。現場か

らは恒久的な予算措置によって、安心して人件

費アップを進めることが必要だという声があり

ます。人材不足解消のためにも、本格的な人件

費アップが必要だと考えますが、恒久的な予算

措置による、さらなる人件費アップについて国

に求めていただきたい。 

 介護についても、障がい者の分野では今度報

酬が改定されますが、介護保険料の値上げなど

ではなく国の負担を増やすことが大事だと考え

ています。また、保育士の配置基準の改善も求

められています。これまでも行っていると思い

ますが、引き続き国に要望していただきたいと

考えますが、どうでしょうか。 

今井こども未来課長 ３点についてお答えしま

す。 
 まず、子ども医療費の関係です。子ども医療

費助成制度の内容ですが、本県では昭和４８年

に乳幼児医療費助成制度として開始以来、制度

の拡充を行ってきており、平成３０年１０月か

らは未就学児の入院、通院の医療費助成を行っ

てきました。さらに、子育て満足度日本一の実

現を目指す取組の中で、本制度を経済的支援策

の重要な柱の一つと位置付けて、平成２２年１

０月からは経済的負担が大きい入院医療費につ

いて、対象を中学生まで拡大しています。 
 それから、制度の助成内容を改善してはどう

かという点ですが、本制度については、医療体

制を含めて安定的持続的な運用が求められてい

ます。さきほど委員からも説明がありましたが、

本県では市町村の協力も得て、全ての市町村で

中学生までの入院及び通院の医療費助成制度が

導入されています。加えて、９市町村ではその

対象を高校生まで拡充しています。第３回定例

会において、木付議員の質問に対して知事が答

弁したように、高校生については市町村を越え
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て通学する生徒もいるので、居住地域によって

格差が生じないことが望ましいと考えています。

しかし、財政の健全性にも一定の配慮をする必

要があるとも考えていて、今後予定されている

児童手当の拡充など、新たな地方負担も想定さ

れているので、その動向にもきちんと注意して

いかなければならないと考えています。また、

子ども医療費以外にも保育料や給食費の助成、

就学金の支援など子育て世帯から様々なニーズ

をいただいています。市町村との役割分担や財

政状況を勘案しながら、どのような支援が必要

か、引き続き検討していきます。 
 ２点目の放課後児童クラブの件についてです。 
 社会保険労務士派遣の効果についてですが、

県内の放課後児童クラブ運営主体の約７割が運

営委員会や保護者会等の任意団体によるもので、

労働契約に関して事務手続の漏れや不備がある

ケースもあります。そこで、希望する放課後児

童クラブに社会保険労務士を派遣して、労働時

間や有給制度、社会保険への加入等、労働契約

に関する助言や適正な勤務シフト、クラブの法

人化など、運営に関する助言等も行っています。

専門家派遣を利用したクラブからは、法人経営

に移行したことで曖昧な雇用契約が明確になっ

たとか、時間外業務の処遇も改善されたなどの

声もいただいており、一定の成果があったもの

と考えています。 
 それから、処遇改善がどのように図られてき

たかというお尋ねですが、県では平成２９年度

から支援員の経験年数や研修の受講歴など、一

定の条件による加算制度を設けて処遇改善に取

り組んでいます。さらに、令和４年２月からは

運用制度に基づいて、支援員の賃金のおおむね

３％程度を引き上げる対策を講じていて、賃上

げ分は運営費に加算して支給しています。先般、

国が示したこども未来戦略方針において、常勤

職員の配置義務の改善が盛り込まれ、今後、支

援の充実が期待されますが、賃金の引上げにつ

いては示されていないので、引き続き国に対し

て要望していきます。 
 ３点目の保育士、介護士等の処遇改善につい

てのお尋ねです。本事業は補助率１０分の１０

の国の補助金を活用して、令和４年２月から９

月までの間、保育や介護現場で働く方の収入を

３％引き上げるため、施設運営費の公定価格改

定までの臨時的措置として予算化したものです。

令和４年１０月以降は、公定価格の見直しによ

り本事業で対象としていた賃上げ見合いの加算

が反映されています。これまでも保育や介護現

場で働く方の公定価格の改定を含む処遇改善に

ついて、知事会や要望提言活動で要望している

ので、引き続き国に対して要望していきます。 
 それから、保育士の配置基準の改善について

です。国は、１歳児は６対１から５対１へ、４

・５歳児については３０対１から２５対１へ、

７５年ぶりに保育士の配置基準を改善する方針

を示しています。これは、これまで国への要望

活動の成果であると考えていて、今後も保育士

の負担軽減につながる配置基準の改善を国に要

望していきます。 
猿渡委員 放課後児童クラブの問題については、

主任などの責任ある立場の人もほとんどパート

的な状況だったわけですが、少しずつ月給制の

人も増えているかなと思います。やはり責任あ

る立場の方については、しっかりとした雇用条

件や処遇改善が必要だと考えています。 

 保育士の配置基準については、今の国の動き

は全く不十分だと思います。根本的に改善して

いかないといろんな安全が守れないし、質のい

い保育ができないと考えているので、これまで

以上に国に働きかけていただきたいと思います

が、いかがでしょうか。 

今井こども未来課長 放課後児童クラブの件に

ついては、今年の夏休みに運営協議会の方と一

緒にクラブを回って、支援員といろいろ話しま

した。その中で、やはり運営主体が任意団体の

ため、例えば会長が代わると待遇が変わるとい

った実態もあります。それから、働き方として

パートなど扶養の範囲内で働きたいと希望され

る方が一定程度いて、そういった方はなかなか

時間を増やすことはできないと聞いています。

そういった実態をきちっと要望提言活動をする

際に、国に伝えていきたいと考えています。 
 保育士に関しても、いろんな協議会等と話す
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機会があるので、現場の声をしっかり届けてい

きたいと考えています。 
福崎委員 私からは四つの事業について伺いま

す。 

 決算事業別説明書１０６ページ、大分にこに

こ保育支援事業費について伺います。保育を必

要とする世帯の経済的負担を軽減するため、第

２子以降の３歳未満児の保育料を全額助成する

市町村に対して助成する事業です。負担割合は

県が２分の１、市町村が２分の１になっていま

すが、なぜか中核市のみが県４分の１、市４分

の３となっています。なぜ中核市のみ負担割合

が違うのか。全額国庫支出金で賄われているの

で、どの市町村であれ同じ負担割合にするのが

望ましいと思いますが、なぜ違うのか答弁くだ

さい。それから、中核市のみ負担割合が違うと

するなら、他の市町村と同じ負担割合に見直す

考えがないのか伺いたいと思います。 

 次に、決算事業別説明書１２２ページ、障が

い児発達支援早期利用促進事業費についても、

中核市のみ県の負担割合が４分の１となってい

ますが、これについても同じように聞きたいと

思います。 

 それから、主要な施策の成果１４ページ、保

育環境向上支援事業について伺います。新規保

育士の確保に努めたとありますが、何人の新規

保育士が確保できたのか教えていただきたいと

思います。働き方改革支援で研修を６回開催し

１４施設が参加されていますが、この研修の結

果、働く環境がどのように変わったのか内容が

分かれば教えていただきたいと思います。また、

アンケートによる保育士不足数が４０２人と前

年度より１７人増加していますが、この結果を

どのように捉えているのか。また、保育士不足

解消に向けて今後どのような取組を考えている

のか、県の見解を伺います。 

 続いて、決算事業別説明書８３ページ、オン

ライン診療推進事業費について伺います。オン

ライン診療を推進するため、身近な医療機関が

ないへき地での実証実験を実施したとあります

が、実証実験の内容と検証結果、オンライン診

療の受診者数を教えていただきたいと思います。

また、今回の実証実験の結果を踏まえ、有効な

手段として判断されたのか、県の見解を伺いま

す。 

今井こども未来課長 大分にこにこ保育支援事

業費の大分市の負担割合についてお答えします。 
 本事業は平成１６年から開始していますが、

事業を開始するにあたり、保育所の設置許可の

権限を持つ中核市の大分市と県との役割分担を

明確にするため、大分市は県の補助を受けずに

独自に実施するという合意の下、大分市以外の

１７市町村に対し、２分の１の補助を行ってき

ました。 
 その後、令和元年度に始まった国の幼児教育、

保育の無償化に合わせ、本事業も第２子の保育

料をそれまでの半額免除から全額免除に拡充し

ましたが、その際、大分市が県と同様の制度に

するためには、負担が非常に大きいこともあり、

改めて大分市と協議を重ねた結果、県から新た

に補助することとして、補助率は中核市である

ことを考慮して４分の１とすることで合意した

ものです。こうした経緯もあって、今後もこれ

までどおりの補助率で実施したいと考えていま

す。 
 それから、財源の件についてお尋ねがありま

したが、本事業は県単独事業として全額一般財

源で実施してきました。令和４年度は国に確認

の上で新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金が活用可能だったこともあり、財政

当局と協議して充当しているものです。なお、

令和６年度以降はこの交付金が交付される見込

みが立たないため、これまでどおり一般財源で

実施することを検討しています。 
柳井障害福祉課長 次に、障がい児発達支援早

期利用促進事業についてですが、さきほどの大

分にこにこ保育支援事業の受益者と児童発達支

援事業所に通う障がい児の均衡を考慮して、令

和３年度に導入した経緯があります。 
 大分市との協議の中で補助率は中核市である

ことを考慮し、４分の１とすることで合意して

います。そのため、これまでどおりの補助率で

事業を継続したいと考えています。 
今井こども未来課長 保育士の確保についてお
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答えします。 
 令和４年度に開始した保育士試験の受験対策

講座の効果もあり、昨年度の保育士試験は４６

１人の受験に対し合格者が１４２人と、合格率

は１９％から３１％に大幅に上昇しています。 
この試験の合格者と養成校の新卒者などを合わ

せた令和４年度の保育士の登録者数は４９５人

となっています。 
 それから、働き方改革の支援についてです。

県では、保育士の働き方改革に向けた研修を実

施していますが、研修では園の運営や経営の可

視化、働き方改革を推進する目的や目標、アク

ションプランを定めて明確化することに加え、

先行して働き方改革に取り組むモデル園につい

て、実地体験を通じた優良事例の横展開を進め

ることにしています。 
具体的な事例としては、例えば保育ＩＣＴの

導入で、保護者の連絡システムと登園の管理シ

ステムにこれを入れると、早朝に保護者からの

電話対応がなくなって楽になると聞いています。

それから、子どもから離れて休息する時間を取

るノンコンタクトタイムについてですが、例え

ば、定期的に火曜日の午後は子どもに触れずに

書類の整理をする時間を設けるようにして、負

担の軽減につなげている保育園もあります。さ

らに書類の簡素化とか、パジャマを廃止して着

替え回数をこれまでの２回から１回にする取組

をしている園もあるようです。これらの取組を

している園では、保育士の離職率が非常に低く

定着することもあって、保育士不足を感じてい

ない園も多いと聞いているので、今後も働き方

改革を県としても推進していきたいと考えてい

ます。 
 それから、保育士不足をどのように捉えてい

るかについてです。保育士の登録者数は、ここ

数年５００人前後で推移しています。保育現場

で実際に働く方は６千人前後で、少しずつです

が増加しています。一方、共働き世帯の増加に

伴い保育ニーズが高まっているので、保育所等

の定員を増やしていることもあるし、きめ細や

かな対応が必要なちょっと気になる子が増えて

いることもあって、そういう子どもに対応する

職員を増員して負担を軽減したい園も増えてい

るので、それが保育士不足を感じている園が増

えている理由ではないかと捉えています。加え

て、国のこども未来戦略方針に上げられていま

すが、こども誰でも通園制度の開始や保育士の

配置基準の改善も予定されており、さらに保育

士不足になるおそれがあります。 
 今後も市町村と連携しながら、保育士の確保

対策、離職防止対策、働き方改革の推進に取り

組むとともに、国に対してもしっかりと要望し

ていきます。 
三好医療政策課長 オンライン診療の実証実験

についてお答えします。 
 実証実験を行った竹田市宮砥地区では、公民

館で行う巡回診療の場を活用し、公民館の患者

とかかりつけ医をつなぐオンライン診療を実施

したほか、病院にいる専門医を交えた実証も試

みました。また国東市国見町では、聴診音伝達

システム等のＩＣＴ機器の有効性を確認する実

証も行いました。 
 実証実験に参加いただいた医師からは、慢性

疾患の患者には有効との声がありました。また、

実際に受診した患者８人からは、医師の顔が見

えて安心して受診できた、通院の負担がなく助

かるなどの感想をいただきました。課題として

は、医師からは患者のそばに医師の意図を理解

し受診を支援する者が必要である、患者からは

機器操作が不安等の意見をいただいています。 
 オンライン診療については、在宅療養者の通

院負担の軽減、へき地における受診機会の確保

等に有効な手段であり、限られた医療資源を有

効に活用するためには、今後必要な診療形態と

認識しています。また、これまでの実証結果を

踏まえると、受診を支援できる看護師等がいる

状況での診療が医師、患者双方にとって効果的

なものになると考えています。 
福崎委員 大分にこにこ保育支援事業費につい

ては、大分市から負担割合を２分の１にしてほ

しいという要望が毎年のように出されているの

で、一度よく話し合っていただきたいと思いま

す。中核市と付ければ、全て中核市がやるべき

ことのように言われるケースがありますが、も
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ともとの経過を考えると、財政的な予算措置が

されないまま権限だけ中核市に与えられたもの

と私は思っています。したがって、県全体でや

る事業については先行的にやろうが県全体でや

ると決まったなら、同じように平等に扱ってい

ただきたいと個人的には思います。 

 それから、保育士の環境については改善され

ていると思いますが、職場の働き方については、

ブラックなところも多くあると聞きます。保育

士本人からも聞くし、その家族から本人が持ち

帰って仕事をしている、休みもなく土日も働い

ているなど、子どもが好きで仕事をしているの

に、つらい感じを受けているところもあるよう

です。その辺はしっかり市町村と連携して、先

行した優良事例については広く展開していただ

き、より保育士の職場環境の改善に努めていた

だきたいと思うので、よろしくお願いします。 

佐藤委員 決算事業別説明書１２３ページ、こ

ころの緊急支援活動推進事業費についてお尋ね

します。 

 メンタルヘルスの問題ですが、全ての職場に

おいてとても重要視されています。特に学校現

場においては、児童生徒はもちろん職員も含め

て、事件や事故の対応の一つとして細心の配慮

が必要と思っています。 

 そのための特別な事業として、支援員の育成

から現場の派遣まで取り組んでいることは大変

重要であると認識しています。この事業におい

て、支援員育成の取組として具体的にどういっ

た人がどのような研修を受けているか。それか

ら、実際に派遣されるチームのメンバー、事業

の概要や実績についての説明をお願いします。 

柳井障害福祉課長 こころの緊急支援チームは

精神科医師、公認心理師、保健師、看護師、精

神保健福祉士などの専門職から構成される官民

一体のチームです。 
 子どもが巻き込まれる事件等が発生した学校

に出動し、個別面接による児童生徒の状況把握

やこころのケア、教職員に対する保護者への助

言等を行っています。派遣員の要請は、学校長

又は教育委員会が、こころとからだの相談支援

センターに行い、学校の種別や衝撃の程度を踏

まえてチーム編成をし、派遣しています。現在

の隊員数は１４７人です。 
毎年度研修会を開催し、隊員養成と対応力の

向上を図っています。チームの行動の概論とか

警察との連携、危機管理対応、いろんな過去の

出動事例などの共有といった内容で研修を行っ

ています。令和４年度の派遣実績は１件です。

川遊びをしていた生徒４人のうち１人が溺れて

死亡した事故に対し、チームを派遣し、個別面

接等による生徒の心のケア等を行っています。 
佐藤委員 この事業は、いじめの関係では過去

に派遣の実績はないですか。また、特にこの関

係というわけではありませんが、県の保健師が、

市の保健師との連携などいろんな面で市に対し

て応援してくれています。 

さきほど言いましたが、いじめの案件もあっ

たし、市の職員のメンタルの問題でも大変お世

話になったことがあります。こういった面でも

実際現場にいる保健師の役割はすごく大きいと

思うので、今後ともそこはよろしくお願いしま

す。そして、もし成果の面で説明できることが

あれば教えてください。お願いします。 

柳井障害福祉課長 いじめの件についてですが、

チームの出動要件となっている事案については、

事件や事故になっています。また、チームは官

民広くメンバーをお願いしているので、県と市

は連携してしっかりと対応しています。 
 いずれにしても、このチームの派遣目的は生

徒の個別のケアはもちろんですが、それに加え

て、なるべく早く学校現場を通常の状態に戻し

ていくために、教職員や保護者への対応にも力

を入れて取り組んでいます。 
森委員 ２点伺います。 
 まず、主要な施策の成果５８ページ、障がい

者芸術推進事業についてです。障がい者の芸術

文化活動に対して、具体的にどのような支援が

行われたのか伺います。 
 続いて、主要な施策の成果６２ページ、障が

い者就労環境づくり推進事業についてです。障

がい者雇用アドバイザーの企業訪問により２９

０人を雇用に結び付けるなど、一定の成果が見

られます。一方で、令和６年４月１日以降、障
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がい者の法定雇用率が２．３％から２．５％へ

引き上げられることを見据え、今年度はアドバ

イザーを１人増員することとされています。令

和８年度には２．７％に引き上げが予定されて

いる中で、今後どう対応しようとしているのか

伺います。 
高木障害者社会参加推進室長 まず、障がい者

芸術推進事業についてお答えします。 
 大分県芸術文化振興財団内にある、おおいた

障がい者芸術文化支援センターを通じ、障がい

のある人の芸術文化活動に関わる様々な相談支

援、障がい者施設等を対象としたオープンアト

リエやワークショップ等の開催により作品等の

創造の機会を提供しています。 
 相談支援の実績については、昨年度３０６件

ありました。オープンアトリエについては３０

回、５７１人が参加して９市で実施しています。

豊後大野市では、エイトピアおおので８月から

１０月の３か月にかけて３回開催して、ダンス

や絵手紙教室などをして約５０人が参加してい

ます。また、障がい者等の作品を一堂に紹介す

るおおいた障がい者芸術文化支援センター企画

展、ときめき作品展を開催したほか、大分県立

美術館の２階では、県内で活躍する障がいのあ

るアーティストの作品を常設で展示して紹介し

ています。さらに、鑑賞機会の提供として、誰

でも楽しめる映画館を大分市や中津市の映画館

で実施し、昨年度は１８７人の障がい者・児が

鑑賞しました。 
 引き続き、おおいた障がい者芸術文化支援セ

ンターなど、関係者と連携して支援を行ってい

きたいと考えています。 
 次に、障がい者就労環境づくり推進事業につ

いてです。法定雇用率の引上げが予定されてい

る中で、今後どう対応していくかですが、まず

は改正内容の周知を図ることが重要であると考

えています。このことから、新たに対象となる

ことが見込まれる企業を含めた県内企業約１，

３００社に対して、大分労働局と連名により、

障がい者雇用の促進を依頼する文書を９月に発

送しています。 
 また県内６か所に配置し、障がい者とのマッ

チング支援等を行っている雇用アドバイザーに

ついて、特に企業が集中する大分市を中心とし

た中部圏域で、本年４月から１人増員して体制

を強化するとともに、マッチング機会を大幅に

拡充するため、来年１月に合同企業説明会を新

たに開催する予定としています。各社に対して

はさきほど申し上げた文書の発送なども含めて、

障がい者雇用を積極的に促したいと考えていま

す。 
 さらに、各企業の障がい者雇用を後押しする

ため、経営層に向けた働きかけや同業種におけ

る人事担当者間の連携を図るための取組につい

ても現在検討しています。 
今井こども未来課長 すみません、１点訂正し

ます。さきほど太田委員からの質疑に対して、

クーポンと出産・子育て応援交付金の期間にか

ぶりがないと答弁しましたが、クーポンは令和

５年３月まで発行しており、応援給付金につい

ては令和４年度４月に遡って支給しているので、

令和４年度中に生まれた方については両方支給

しています。 
 それから、私の説明の仕方が悪かったのです

が、クーポンについては３歳の誕生日が来るま

で使えるので、令和４年度に生まれた方や今持

っている方もいると思います。 
後藤副委員長 ほかに事前通告していない委員

で質疑はありませんか。 

麻生委員 まず、決算事業別説明書１０６ペー

ジ、保育所運営費及び認定こども園運営費に関

連して、入所予約枠の運用実績について伺いま

す。育児休業から復帰するタイミングに合わせ

て、保育所に年度途中から入れる入所予約枠に

ついて、都市部を中心に設けているところが全

国で結構あるようですが、大分県内の入所予約

枠の運用実績を把握しているのか。もし把握し

ているのであれば、後ほど詳しい資料をいただ

ければと思います。 
 今後、再就職希望者にこども家庭庁は入所予

約枠を拡大していくことで、保育所になかなか

入れないことに対する妊婦のストレスがかなり

緩和されると思うし、今後は第１子から入所を

予約できる制度設計になることを期待したいと
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思います。 
 ２点目は、同じページの大分にこにこ保育支

援事業費について伺います。さきほど、これま

での経過や大分市の補助率について詳しく説明

をいただきましたが、大分市から県に同じ比率

にしてくれという要望が上がっているのは事実

ですね。当時の市長が、今度受ける側になった

らスタンスが変わるのかとなりかねないので、

国が異次元の子育て支援をするにあたり、財源

についてもできない理由を言うよりも、できる

方法を一緒になって考える必要があると思うの

で、国に対する要望を行いながら、大分市の要

望にも応えられるようにぜひ頑張ってほしいと

思います。知事から何かそういう指示が出てい

ないのか伺います。 
今井こども未来課長 ２点についてお答えしま

す。 
 保育所の入所予約枠についてです。待機児童

はいませんが、希望する保育所に入れない方が

８１１人います。希望どおりに入れない方がい

ることは承知していますが、そういった予約枠

があるのは承知していません。ただ、各市町村

は入所希望者に対して公平になるようにいろい

ろ点数化をして、点数の高い人から入所させる

取組をしていると聞いています。したがって、

そういった優先的に入所される方の順位が高く

なる状況であることは聞いていますが、予約枠

があるのは聞いていません。 
 それから、大分にこにこ保育支援事業費の大

分市の補助率の関係です。我々としても、毎年

大分市から補助率を上げてほしいという要望を

いただいていますが、さきほど説明した経緯も

あるので、大分市と県との役割分担をしながら、

これまでどおりの補助率でやっていきたいと考

えているし、今のところ知事からそういった指

示はありません。 
麻生委員 ありがとうございました。予約枠に

ついては、先日の日経新聞にも全国の事例が記

事として明確に出ています。また、大分市の補

助率について、知事から指示がないということ

なので、ぜひ部長が下から突き上げてください。 
工藤福祉保健部長 知事から、個別の事業につ

いて具体的な指示をいただく機会はないですが、

日頃から知事と一緒にいて、基本的な方針とし

て市町村としっかり連携してやっていくことを

常々言われています。 
 それがどの事業なのかという具体的なもので

はなく、県政全般にわたって各市町村の首長に

よく話を聞きながら進めなさいと言われていま

す。よって、福祉保健部の事業でもそのように

取り組んでいきたいと思うし、新年度に向けて

結果を出していきたいと思っています。 
後藤副委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 
後藤副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 

堤委員外議員 主要な施策の成果４９ページ、

医療機関医師等支援事業の関係です。 
来年４月から医師の働き方改革として、勤務

医の時間外労働の上限が年９６０時間と規定さ

れましたね。こういう残業規制が始まるにあた

り、県内の各医療機関に対してどのように周知

しているのか。医師の数を増やさなければいけ

ないのは当然のことですが、現状その対策をど

のように要請しているのか。また、県立病院で

この対策が取られているのか分かれば教えてく

ださい。 
三好医療政策課長 医師の働き方改革について

お答えします。 
 県では、医療機関を対象に時間外労働の上限

規制の制度について周知するとともに、年９６

０時間を超えて特例水準の条件に該当する場合

は、県への指定申請を行うよう依頼しています。 
現在、年９６０時間を超える見込みの病院は４

病院であり、今年度中に特例水準の指定手続を

行うこととしています。また県立病院をはじめ、

１９の救急医療機関を中心に社会保険労務士等

の専門家を派遣し、労働時間の実態把握や宿日

直許可申請の実施方法等に関する助言を行って

います。加えて、医師の労働時間の短縮に向け、

地域医療介護総合確保基金等を活用して、看護

師等へのタスクシフトやＩＣＴの活用による業

務効率化など、医療機関の取組を支援していま
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す。県立病院の関係については、把握していま

せん。 
堤委員外議員 年９６０時間を超える申請が４

病院とのことですが、それ以外の医療機関は来

年９６０時間以内で大体うまくいくと、医師の

数も足りているという認識でいいのかを最後に

お願いします。 
三好医療政策課長 そのとおりです。 
堤委員外議員 医療機関の全体数は分かります

か。 
三好医療政策課長 現在１５１病院あります。 
後藤副委員長 ほかに委員外議員で質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 別にないので、これで質疑を終

了します。 

 これをもって福祉保健部関係の審査を終わり

ます。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 

 

  〔福祉保健部、委員外議員退室〕 

 

後藤副委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの福祉保健部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見や要望事項等があればお願いし

ます。 

猿渡委員 子ども医療費助成事業については、

本会議の一般質問でもあったように会派を越え

て要望があるので、拡充に向けて来年度お願い

したいと思います。 
 それと保育、介護職員の処遇改善についても

多くの委員から質疑がありました。県民の働き

方や暮らしに関わる大事な問題なので、これに

ついてもぜひ改善に向けて新年度努力いただき

たいと思うので、よろしくお願いします。 

後藤副委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 
後藤副委員長 ただいまの委員からの御意見御

要望及び本日の審査における質疑を踏まえ、審

査報告書案として取りまとめたいと思います。 

 詳細については委員長に御一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 それではそのようにします。 

 以上で福祉保健部関係の審査報告書の検討を

終わります。 

 ここで、執行部が入室するので、しばらくお

待ちください。 
 

〔警察本部、委員外議員入室〕 

 

後藤副委員長 これより警察本部関係の審査に

入りますが、説明は要点を簡潔かつ明瞭にお願

いします。 

 それでは、警察本部長の説明を求めます。 

種田警察本部長 令和４年度における主要な施

策の成果及び令和４年度行政監査・包括外部監

査の結果の概要について御説明します。 

なお、タブレット画面右下に青い通知が出た

らタッチしていただくと、御覧いただく資料の

ページが表示されます。 

 まず、令和４年度における主要な施策の成果

についてです。 

 警察本部では大分県長期総合計画安心・活力

・発展プラン２０１５の施策のうち、犯罪に強

い地域社会の確立及び人に優しい安全で安心な

交通社会の実現を達成するため、各種事業を推

進しており、本日は主な三つの事業について御

説明します。 

 タブレットの資料番号１１、大分県長期総合

計画の実施状況について、主要な施策の成果（

事務事業評価）の８９ページを御覧ください。 

Ｎｏ．６の特殊詐欺等水際対策強化事業につ

いて御説明します。この事業は、特殊詐欺被害

の防止を図るため、詐欺の手口に対応した対策

を実施したものであり、令和４年度の決算額は

１，６５４万円です。 
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主な事業内容欄を御覧ください。一つ目の水

際対策強化事業については、コールセンターの

電話オペレーターが被害に遭う可能性の高い高

齢者の御自宅等へ、電話で直接注意喚起等を実

施したものです。二つ目の特殊詐欺被害防止注

意喚起事業については、多様化する特殊詐欺の

手口について、高齢者等に分かりやすく周知す

るための動画を作成し、テレビＣＭ等での広報

啓発を実施したほか、コンビニ等で電子マネー

販売時に貼付する注意喚起ふせんの作成、配布

などを行ったものです。 

 その右の主な活動指標と達成率欄を御覧くだ

さい。活動指標、コールセンター注意喚起完了

件数は目標を達成しています。しかしながら、

その右上の成果指標、特殊詐欺被害件数につい

ては目標値１０４件以下に対し実績値は１７７

件で、目標を達成することができず、達成率に

よる事業の評価はＤとなっています。これは、

パソコンサポート名目で架空料金を請求するな

どの手口による詐欺等の増加により、前年より

被害件数、被害額ともに増加したものです。本

年度は、これまでのテレビＣＭやＷｅｂ広告等

を利用した被害防止のための注意喚起に加え、

大分駅前交番に設置予定の大型ビジョンによる

広報啓発やＡＴＭ警戒業務等の水際対策を重点

的に取り組みます。 

 続いて、９４ページを御覧ください。 

Ｎｏ．２の交通事故防止総合対策事業につい

て御説明します。この事業は、交通事故総量を

抑止するため、交通安全教育等を実施したもの

であり、令和４年度の決算額は５，９５８万２

千円です。 

 主な事業内容欄を御覧ください。一つ目の交

通安全教育の充実については、交通安全教育車

セーフティーぶんご等を活用した参加体験型の

交通安全教育を実施したものです。三つ目の高

齢者の交通事故防止対策については、高齢運転

者を対象に運転能力診断システムを活用した安

全運転講習を実施したほか、道路交通法の一部

改正により新設された運転技能検査の概要等を

郵便で周知したものです。四つ目の高校生交通

安全動画コンテストについては、県内の高校生

から交通安全に関する動画を募集し、入賞作品

をテレビＣＭ等で放映し、交通安全の啓発活動

を行ったものです。 

 その右の主な活動指標と達成率欄を御覧くだ

さい。活動指標、運転能力診断システムによる

講習参加人数及び歩行シミュレータによる講習

参加人数は、いずれも目標を達成しています。

これらの活動の結果、成果指標、交通事故死傷

者数は目標値３，８００人以下に対して実績値

は２，８３６人であり、達成率による事業の評

価はＡとなっています。 

  続いて、９６ページを御覧ください。 

 Ｎｏ．７の思いやりの横断歩道整備事業につ

いて御説明します。この事業は、歩行者に安全

かつ快適な交通環境を提供するために実施した

ものであり、令和４年度の決算額は７，８４８

万５千円です。 

 主な事業内容欄を御覧ください。一つ目の摩

耗した横断歩道の更新については、信号機のな

い場所を中心に摩耗の進んだ横断歩道の更新を

実施したものです。二つ目については、信号機

のない横断歩道の歩行者を照らす人感ライトの

ＬＥＤ化を行ったものです。 

主な活動指標と達成率欄を御覧ください。活

動指標、横断歩道更新数及び人感ライト更新数

はいずれも目標を達成しています。これらの活

動の結果、成果指標、横断歩道上の歩行者事故

件数は目標値１２８件以下に対して実績値は８

６件であり、達成率による事業の評価はＡとな

っています。 

 以上で、令和４年度における主要な施策の成

果の説明を終わります。 

 引き続き、令和４年度行政監査・包括外部監

査の結果の概要について御説明します。 

 資料番号１６、令和４年度行政監査・包括外

部監査の結果の概要について、５ページをお開

きください。 

項目３の監査テーマ及び監査対象を御覧くだ

さい。令和４年度の包括外部監査テーマ、外郭

団体の適切かつ効率的な運営と内部統制につい

て、警察本部が所管する三つの団体が監査対象

となっています。 
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 ３８ページから４０ページを御覧ください。 

指定団体である２団体の監査結果として不備

事項はありませんが、改善事項２件、勧奨事項

１３件となっています。このうち、改善事項２

件の内容について御説明します。 

 ３９ページを御覧ください。 

公益財団法人大分県交通安全協会の２８－２

の理事会における監事の出席については、令和

２年度と令和３年度の理事会を同じ監事が欠席

しており、重責な役割を担う監事は理事会への

出席が望まれるとの内容です。これについては、

事前に十分な日程調整を行うよう見直し、監査

後に開催された理事会では監事の出席を確認し

ています。 

次に、２８－４の委託料の支払については、

体験型交通安全教育業務委託契約において、３

種類のシミュレータを活用した交通安全教育を

定めていますが、このシミュレータの活用に関

して契約書に定める実施時間に達していないも

のがあり、未達成となった理由が特別の事情に

該当するか否かを検討すべきであったとの内容

です。これについては、特別の事情に該当する

との検討結果を書面化していなかったもので、

監査後は確実に検討結果を書面化するとともに、

本年度の契約においては毎月の実施時間の検証

及び実情に応じた計画修正を綿密に行うなどの

措置を講じています。 

  続いて、４９ページを御覧ください。 

 その他の出資等団体である公益財団法人大分

県防犯協会の監査結果として不備事項はありま

せんが、改善事項１件、勧奨事項３件となって

います。このうち、改善事項については４３－

１の内部取引の消去についてであり、令和４年

度当初の会場借上費を令和３年度末に支払って

いたもので、同一年度内に会計処理すべきであ

るとの内容です。これについては、年度またぎ

の内部取引が発生しないよう、会議開催時期を

調整する措置を講じています。 

 このほか、勧奨事項１６件も含めて適正に是

正改善措置等を講じます。 

 以上で、行政監査・包括外部監査の結果の概

要についての説明を終わります。 

小野会計課長 警察本部所管に係る令和４年度

一般会計決算の主な事項について御説明します。 

 資料番号９、決算附属調書について、１８ペ

ージを御覧ください。 

歳入決算額の予算に対する増減額です。主な

ものとしては、一番左の科目欄に記載の警察費

国庫補助金が１，６０１万８千円の減額となっ

ています。これは、減収となったものに記載の

とおり、施設整備費補助金が交通安全施設整備

費の繰越しにより減収となったものなどです。 

３６ページを御覧ください。 

不用額ですが、主なものとしては一番左の科

目欄の下から七つ目、警察本部費の不用額が２

億９，６３８万５，８４０円となっています。

これは、退職手当等が見込みを下回ったことや

経費の節減によるものです。 

 ４２ページを御覧ください。 

収入未済額ですが、一番左の科目欄、中ほど

の諸収入のうち過料等の警察本部会計課分２４

７万５千円については、放置違反金に係る収入

未済額です。 

科目欄の一番下、雑入のうち警察本部会計課

分については４３ページを御覧ください。 

上から二つ目の警察本部会計課分２５万４，

１８０円については、白バイに対する追突事故

の当事者が修理代を分割して支払うことになっ

ており、その未払分です。 

 決算付属調書の説明は以上です。 

 続いて、事業別の決算状況について御説明し

ます。 

資料番号１０、一般会計及び特別会計決算事

業別説明書について、３８１ページの令和４年

度歳出決算総括表（警察本部）を御覧ください。 

第９款警察費は予算現額２６８億１，３８９

万４４９円、支出済額２６２億９，２２０万３，

０６１円、翌年度繰越額７，４０５万４千円、

不用額４億４，７６３万３，３８８円です。 

 ３８３ページを御覧ください。 

主要な施策の成果で御説明したものを除き、

目別に決算額と主な内訳を御説明します。 

第９款警察費のうち、第１項警察管理費第１

目公安委員会費の決算額は７７３万６，０７１
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円です。内訳は、公安委員３人の報酬及び公安

委員会の運営に要した経費です。 

 次に、同じページ下段の第２目警察本部費の

決算額は２２３億６，６８２万５，６０９円で

す。主な内訳は、警察官及び一般職員計２，３

９４人分の給与費が２０８億９，０９７万３，

８３８円です。その下、警察運営費が１４億６，

７７９万８，８１４円で、主なものは内訳の三

つ下の警察運営諸費１１億８，９３１万６，３

６５円です。これは赴任旅費、健康管理経費、

庁舎の維持管理経費や警察官等に貸与する被服

の調製、電子計算組織の運用等に要した経費で

す。 

 ３８４ページを御覧ください。 

中ほどの第３目装備費の決算額は３億６，１

４５万７，８５３円です。主な内訳は、ヘリコ

プター資機材等整備事業費が９，３９３万１，

１５３円で、これはヘリコプターの特別点検整

備等に要した経費です。その下、車両等燃料費

が１億８，７６９万９，２０２円で、これは警

察車両、ヘリコプター及び船艇の燃料購入費で

す。 

３８５ページを御覧ください。 

第４目警察施設費の決算額は１４億４，１８

５万４４８円です。主な内訳は、一番上の警察

施設改修費が１億７，０５９万２，３８６円で、

これは警察署、交番、駐在所、職員住宅等の改

修等に要した経費です。その下、交通安全施設

整備費が７億９，５５７万１，５４３円で、こ

れは交通管制機能の充実、信号機の新設、更新

等に要した経費です。 

 次に、同じページ下段の第５目運転免許費の

決算額は６億６，９１１万４，６４５円です。

主な内訳は、上から二つ目の免許台帳ファイリ

ングシステム等整備事業費が５，６５９万９，

８４０円で、これは構成する機器の更新整備に

要した経費です。その下、自動車運転免許事務

費が６億４１５万６６８円で、これは運転免許

証更新時等の講習及び運転免許試験の実施並び

に運転免許証発行のための機器の維持管理等に

要した経費です。 

 ３８６ページを御覧ください。 

第６目恩給及退職年金費の決算額は１，６４

９万２，０６６円で、これは昭和３７年１１月

以前に退職した警察職員及びその遺族に支給し

た警察恩給費です。なお、本年１０月の支給対

象者は１５人です。 

次に、同じページ下段の第２項警察活動費第

１目警察活動費の決算額は１４億２，８７２万

６，３６９円です。主な内訳は、上から四つ目

の空き交番・県民安全相談対策事業費が７，１

６１万７，４４０円で、これは空き交番の解消

や県民からの相談に的確に対応するための交番

相談員及び警察安全相談員の配置に要した経費

です。その下、１１０番通信指令システム管理

事業費が２億７５８万２，６７２円で、これは

災害対応能力や初動警察活動を強化するための

１１０番通信指令システム及び総合指揮室映像

表示システムの維持管理に要した経費です。 

３８７ページを御覧ください。 

一番上の一般警察活動費が２億４，７９８万

６，４６４円です。一般警察活動費の主なもの

は、内訳の上から三つ目のその他活動費２億１，

９８３万２，６７１円です。これは、警察電話

専用料等の通信運搬費、一般警察活動旅費、職

員への教養、広報等一般警察活動に要した経費

です。その三つ下、刑事警察費が３億８，４５

２万７，７０４円で、主なものは内訳の一番下

の犯罪捜査等諸費２億２，０８０万１，０６７

円です。これは刑事事件捜査費、捜査用資器材

の整備、捜査資料の作成等、刑事、生活安全警

察活動に要した経費です。その二つ下、交通指

導取締費が２億４，７６６万７，２１５円で、

主なものは、内訳の上から三つ目の交通指導取

締諸費２億８４４万３，０８５円です。これは

交通事件捜査費、取締用資器材の整備等に要し

た経費です。 

後藤副委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し私から指名を受けた後、自席で起立の上マイ

クを使用し簡潔かつ明瞭に答弁願います。 

 事前通告が４名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 
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福崎委員 決算事業別説明書３８７ページの交

通指導取締費についてお尋ねします。 

 信号機のない横断歩道における、本県での自

動車の一時停止率は、２０１８年に全国で２６

位、九州ではワースト１位というニュースがあ

って、交通マナーの悪い県というイメージが付

いた感じがして、県民としてちょっと悲しい気

持ちだったことを思い出します。その後、県警

による一斉取締りの実施や戦国武将である真田

幸村をモチーフにした啓発動画の作成など、積

極的な取組をしていると聞いており、一定の成

果があったのではないかと思います。 

 そこで、自動車の一時停止はどう改善されて

きたのか。それから、今後どのような取組をし

て、さらによくしていこうと考えているのか見

解をお聞きします。 

幸野交通部長 ＪＡＦによる信号機のない横断

歩道における一時停止率の調査によれば、委員

が御案内のとおり、大分県下における一時停止

率は年々上昇しており、令和４年の調査では３

２．９％でした。しかしながら、同年の全国平

均は３９．８％であり、いまだに全国平均を下

回っています。歩行者事故は死亡、重傷事故に

直結するおそれが高いことから、県警としては

引き続き、横断歩行者等妨害等違反の交通取締

りや広報啓発活動を推進し、ドライバーの歩行

者保護意識の向上に努めていきます。 

福崎委員 まだ、全国平均に届いていないとい

うことですが、私が見る限りでは一時停止をす

る車が以前に比べて増えて、ドライバーの意識

が高まっているのではないかと思っています。

取締りをしっかりされていますが、引き続きよ

ろしくお願いします。 

 １点要望と言うか、私は最近交差点に立つ機

会が多いのですが、赤信号で進入する車が多く

見受けられます。右折車両が余り進行できずに

渋滞を招いている感じがするので、できれば時

々は交差点に立って交通指導取締りをしていた

だけたらなと。働き方改革等があるのでなかな

か厳しいと思いますが、交差点の取締りを強化

してほしいというお願いです。 

守永委員 ３点ほどお尋ねします。 

 まず一つ目が、主要な施策の成果９４ページ、

交通事故防止総合対策事業についてです。事業

の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後

の方針の欄に、交通安全教室等への参加や動画

コンテストへの応募を呼びかけることで、世代

に応じた効果的な交通安全意識の向上を図るこ

とができたとの記述があります。世代に応じた

というのは、具体的にどういう意味で記載して

いるのか説明をお願いします。この高校生交通

安全動画コンテストについては、上位５作品を

テレビＣＭや警察公式ツイッター（現Ｘ）等の

啓発活動に活用と記述されていますが、実施要

領を見ると、審査方法として県警公式ＳＮＳで

の公開審査が盛り込まれています。これは高校

生の世代に広く浸透させる意味でも大切な仕様

だと思いますが、どのくらいの閲覧があったの

か、分かれば教えてください。 

 二つ目が、主要な施策の成果８８ページの地

域防犯力強化育成事業についてです。スクール

サポーターの配置について、右下の事業の成果

欄に、新型コロナウイルス感染症の影響により、

学校で関係者との情報交換を行うことが難しか

ったため、学校周辺や通学路のパトロール活動

を強化し、その存在を示すことで児童生徒の非

行防止や地域の安全確保に努めたとあります。

その成果をどのように判断しているのか教えて

いただきたいと思います。 

 三つ目が、決算事業別説明書の３８７ページ、

刑事警察費の犯罪捜査等諸費についてです。刑

事に限らないかもしれませんが、コンビニエン

スストアに設置されている防犯カメラの記録の

閲覧やダビングを要請することがあると思いま

す。その際の協力に対して、謝礼等を出す場合

と出さない場合があるようですが、オーナーな

り従業員が時間を割いて協力する場合には、一

定の協力金としてお渡しするべきではないかと

思いますが、いかがお考えでしょうか。 

幸野交通部長 世代に応じた交通安全意識の向

上の捉え方についての御質問がありました。 

 警察では、国の交通安全教育指針に基づき教

育を受ける者の年齢、心身の発達段階や通行態

様に応じた体系的な交通安全教育を実施してい
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ます。運転免許保有者に対しては、運転免許取

得時及び更新時における法令講習を実施し、運

転免許を持たない幼児、児童生徒、高齢者に対

しては関係機関、団体と連携して参加、体験、

実践型などの交通安全教育を実施しています。 

大分県では平成１７年以降、１８年連続で交通

事故件数及び死傷者数が減少中ですが、これは

世代に応じた交通安全教育など、きめ細やかな

取組による県民一人一人の交通安全意識の向上

が影響していると考えています。 

 次に、高校生交通安全動画コンテストにおけ

る動画再生回数についてお尋ねがありました。 

このコンテストは昨年度から実施しており、今

年度からは、審査方法に県警公式ＳＮＳを活用

した公開審査を追加していますが、その狙いは

委員が御指摘のとおりで、今年度の応募３２作

品の動画再生回数は、審査期間の１週間で合計

約２８０万回です。 

足達生活安全部長 地域防犯力強化育成事業に

ついてお答えします。 

 昨年度は、新型コロナウイルス感染症の影響

で学校関係者との接触を控えたため、学校周辺

や通学路のパトロール活動を強化し、前年に比

べて１，５６７回増の１万２，５９２回実施し

ています。スクールサポーターの活動の成果だ

けを取り上げることは困難ですが、子どもの見

守り活動を行っている自主防犯パトロール隊な

どの活動とあいまって、昨年の子どもに対する

声かけ事案の件数は１９７件で、前年に比べる

と６６件減少しています。加えて、昨年１２月

に県内の小中学校、高校、特別支援学校から抽

出した１００校に対して行ったスクールサポー

ターの活動に関するアンケート結果では、パト

ロール活動に対して、子どもたちを日常的に見

守っていただいているように感じるなど、好意

的な意見を多くいただいています。 

 今後も、子どもの安全対策の充実を図るため、

引き続き学校関係者との面接や情報交換を行う

とともに、パトロール活動等を推進します。 

佐藤警務部長 コンビニエンスストア等の捜査

協力に対する謝礼についてお答えします。 

 事件事故の解決に向けては警察の活動のみな

らず、コンビニエンスストア等をはじめ、多く

の県民の皆様の御協力をいただいています。一

定の協力金をお渡しするべきではないかという

ことですが、捜査協力に対する謝礼については

事案ごとの情報提供の内容、協力の度合い等を

勘案してお渡ししています。協力の様態はいろ

いろあり、それに対して一定の基準を設けるの

は難しいと考えています。 

 いずれにしても、県民の皆様の協力は警察活

動に必要不可欠なものなので、引き続き県民の

皆様に協力を得られるよう、十分な配意を行っ

ていきたいと考えています。 

守永委員 ありがとうございます。世代に応じ

たという部分はさきほどの説明で理解しました。

高校生の動画コンテストについては、今年度か

らＳＮＳでの審査を加えたのですね。分かりま

した。多分、そういう指摘なりアイデアを得て

実施したかと思いますが、非常にいいことだと

思います。ぜひ交通安全意識を深めるためにも、

より多くの県民に広めるためのアイデアを事業

化していただければと思います。 

あと、地域防犯力強化育成事業の状況は理解

しました。安全のために大変でしょうけれども、

御尽力いただければと思います。 

 コンビニエンスストアの防犯カメラ等の捜査

協力に対する謝礼金等ですが、一定程度のルー

ルがあると。これはある程度、各署長の判断か

と思いますが、捜査にあたる警察官がその一定

の基準を判断できるような指導もして、気持ち

よく協力できる状況をつくっていただければと

思うので、よろしくお願いします。 

猿渡委員 決算事業別説明書３８７ページ、交

通事故防止総合対策事業費についてです。 

 高校生などの自転車交通事故を防止する取組

をどのように進めているのか教えてください。

また、今後は電動キックボードを安全に使用す

るための啓発活動が大事になると思いますが、

その点、今後どのように取り入れるのか、考え

があればお願いします。 

 二つ目、同じページの交通指導取締費の関係

で、別府市の八田容疑者によるひき逃げ死亡事

故についてです。これは、昨年６月の事故で１
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年４か月が経過していますが、いまだに容疑者

が逃走しているわけですよね。容疑者の動画な

どもあり、名前なども分かっている中で、市民

から初動捜査がまずかったのではないかという

声があり、私自身もそういう思いがあります。

事故で亡くなった方、けがをされた方、御家族、

御遺族の思いなどを考えると本当に胸が痛むわ

けですが、この初動捜査についてどのように総

括しているのか。その教訓を今後にいかさなけ

ればならないと思うし、今いろいろな情報がた

くさん寄せられているかと思います。皆さんの

協力に対して、やはり真摯に丁寧に対応しなけ

ればならないと思いますが、その点も含めて御

答弁ください。 

幸野交通部長 まず、高校生などの自転車の交

通事故防止対策についてお答えします。 

 県下における自転車関連の交通事故件数は近

年減少傾向であり、直近５か年の減少率は約２

３％です。県警では、国の交通安全教育指針や

第１１次大分県交通安全計画に基づき、関係機

関や団体と連携し、教育を受ける者の年齢や心

身の発達段階、通行の態様に応じた交通安全教

育を実施しており、高校生に対しては、主に学

校教育の場で計画的かつ組織的に自転車利用に

関する教育が実施されているものと承知してい

ます。県警としても、教育委員会等と連携し、

高校生に対してスケアード・ストレート方式に

よる自転車交通安全教育など、参加、体験、実

践型の交通安全教育を行うとともに、自転車関

連事故を防止するため、自転車安全利用五則を

活用した広報啓発や、信号無視などの危険行為

に対する交通取締りを行っています。 

 次に、電動キックボードを安全に利用するた

めの啓発活動についてお答えします。いわゆる

電動キックボードは、改正道路交通法により新

たに特定小型原動機付自転車に区分されること

になりましたが、御指摘のとおり、これに伴う

新たな交通ルールの周知が今後の課題と考えて

います。県警では、各種広報媒体やあらゆる機

会を利用して広報啓発を行うとともに、交通指

導員等交通安全教育に従事する方に対する教育

を行い、新たな交通ルールの周知に努めていま

す。 

また、改正道路交通法により電動キックボー

ドの販売業者やシェアリング業者による、購入

者や利用者に対する交通安全教育が努力義務化

されているので、県警はこうした販売業者等の

把握に努めるとともに、これらの業者による講

習会などが効果的に行われるよう、必要な支援

を行っています。このほか、信号無視等の危険

行為を繰り返す者に対する特定小型原動機付自

転車運転者講習も新設されたので、危険な行為

に対する指導取締りを徹底し、当該講習の適切

な運用に努めます。 

 最後に、委員が御指摘の事件についてですが、

当該事件は昨年６月２９日の午後７時４５分頃、

別府市内の県道上で発生したものであり、県警

は事件発生直後から被疑者の行方を追うととも

に、初動捜査により収集した証拠に基づき、翌

３０日に道路交通法違反で被疑者の逮捕状を請

求するとともに、翌７月１日に同人を全国に指

名手配し、さらに同月４日から公開捜査を開始

しています。事件発生直後、発生現場及びその

付近において、被疑者の身柄を確保できなかっ

たことは誠に残念ですが、事件発生時間、場所、

逃走方法及び逃走方向付近の状況に鑑みると、

捜査員が事件発生直後に被疑者を発見し、身柄

を確保することは容易でなかったものと考えて

います。なお、県警としては当該事件を重要凶

悪事件と位置付けており、引き続き被疑者の身

柄確保と事件の真相解明に向けて、警察の総力

を挙げて取り組んでいきます。 

猿渡委員 自転車の交通安全に関しては、スタ

ントマンに対応いただいて危険性を目の当たり

にする形での教育や啓発を行っていると。その

ような取組が電動キックボードに関しても有効

だと思います。電動キックボードは歩道を通る

ことも可能で、高齢者等も本当に危険だと思う

ので、大いに啓発に尽力していただきたいと思

います。 

八田容疑者の交通死亡事故ですが、総力を挙

げて取り組んでいるとおっしゃいましたが、早

い解決を望んでいるので一層努力いただきたい

と思います。よろしくお願いします。 
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麻生委員 私もひき逃げ死亡事件についてです。

ただし、対象が人ではなく動物です。 

 いろいろ見ても、どこにもないから一応決算

事業別説明書３８３ページ、警察運営費の交通

安全思想の普及についてとか３８５ページ、運

転免許費の運転免許証更新時の講習に関して通

告を出しています。御承知のとおり、公道上の

動物の死骸は目に余るものがあり、実は警察も

現場に出て回収したり、市町村の清掃業務従事

者が回収したり、気付いた方、さらには道路管

理者である土木事業所等、あるいは委託業者が

この回収業務にあたっているわけです。 

今年の夏に、道路管理委託を受けている建設

会社の従業員から助けてくれと、もう死にそう

だという連絡をいただきました。昼間は真夏の

酷暑の中で災害復旧工事をして、作業を終えて

風呂に入り、明日も仕事を頑張ろうと思ってい

るときに連絡が入って、回収に行ったことが多

々あったということです。それはどうしてかと、

いろいろ調べてみたら道路緊急ダイヤル（♯９

９１０）、警察相談専用電話（♯９１１０）に

気付いた方が連絡すると。福岡県のコールセン

ターから道路管理者である県とか市役所に連絡

が行って、当然、上部組織から連絡が来ると、

すぐに行けという感じで行かざるを得ないと。 

 それで私も調べてみたところ、大分県内の令

和４年度の苦情要望処理件数集計数が１，４１

３件で、例えば大分市は３８３件とほぼ毎日な

んですね。大分市内では２社がそういった道路

委託を受けており、最近では月に２回ぐらいま

で減っているとのことですが、これが実態です。

その皆さんが御苦労されている中で、一番の当

事者であるドライバーが小動物をひいたらどこ

に連絡したらいいのか、あるいは具体的にどの

ような処理すればいいのか我々も知りません。

ぜひそういったことを教えてほしいし、いろん

な場所で、啓発活動のどこかで、あるいは免許

更新時にやってほしいという思いも込めて、そ

の辺を教えてください。 

幸野交通部長 質疑通告を受けたときにはちょ

っと意味が分からない部分もありましたが、今

の話を聞いて、私が考えるところをお答えしま

す。 

 まず道路交通の面から言うと、道路交通法第

７２条に、交通事故があったときは警察に対す

る当該交通事故の発生日時、場所、負傷の程度

並びに損壊した物及び損壊の程度、この当該交

通事故で講じた措置などを報告しなければなら

ないと規定されています。そこで、交通事故と

は何かと言うと、道路交通法第６７条第２項に、

交通事故とは車両等の交通による人の死傷若し

くは物の損壊と定義されており、例えば、話に

あった車両と動物の衝突であったとしても、こ

れに該当するときにはドライバーは警察に対す

る報告義務があるという規定になっています。

今の話では、動物の死骸回収が大変だというこ

とで、死骸回収件数等もお聞きしましたが、こ

れが全て交通事故によるものなのか、どこの場

所での死骸なのか、あるいは野生動物が飛び出

したときに、大型トラックがそれに気付くかど

うかといった様々な問題があります。 

 そこで、一義的には動物の死骸があるところ

の管理者、公道であれば道路管理者になるので

しょうが、道路管理者がこの動物の死骸を回収

することになります。私も詳細は存じませんが、

市町村ごとで通報ダイヤルもいろいろあるよう

で、この動物の死骸回収を担当する責任のある

行政機関が、県民に対してどこに通報するのか

を広く周知することが大事だと思います。また、

道路上の緊急ダイヤル通報についても、夜中に

連絡があって回収しなければならない話もあり

ましたが、道路上の一時的な危険については、

警察が通報を受けた場合、相手方に危険防止措

置として動物をよけなさいとか、警察が現場に

行っても一時的な排除措置は行います。そこに

動物の死骸をそのまま放置することは公衆衛生

上もいかがなものかとなるので、これはやはり

道路管理者や委託を受ける業者が速やかに回収

するのは仕方がないと思います。また、夜中に

どんどん連絡が来て大変だという点は、そうい

った委託業務の中で解決するべき問題だと感じ

ています。 

麻生委員 現実はどこも担い手不足で、なかな

か解決しないわけです。私はひき逃げという言
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い方をあえてしましたが、命の尊厳に関わる部

分、動物愛護の観点も含めてドライバー自身が、

あるいは当事者が気付かなくても、後ろから来

た人は必ず気付くわけだから、まず気付いた人

が路肩に寄せようではないかと。そして連絡を

して、どこそこの路肩に寄せているからという

形で、みんなで協力しながらやっていかなけれ

ば世の中はよくならない。 

交通事故、死亡事故ゼロを目指すためには命

の尊厳とは何ぞやと、動物の命も大事にしよう

ではないかと。社会風潮そのものを改善、変革

していく必要があると思うので、これは関係者

で協議をして対応してほしいと思います。その

作業員が昼間に交通事故を起こすことになった

ら大変だから、それだけ担い手不足である……

（ブザー） 

後藤副委員長 時間の関係もありますが、ほか

に事前通告していない委員で質疑はありません

か。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 

堤委員外議員 まず、昨年度の決算の中で、捜

査活動用ビデオなど通信傍受機器等があれば、

その購入費やリース料、所有台数についてが１

点。もう一つが、民間の商業衛星から地上を撮

影した画像を販売業者から購入し、犯罪捜査に

活用していますが、昨年度も警察庁に依頼して

実施しているのかお聞かせください。 

佐藤警務部長 １点目についてお答えします。 

 令和４年度決算における捜査活動用ビデオカ

メラの購入等の費用及び所有台数についてです

が、購入はありません。借上料については２８

３万１，４４０円となります。所有台数につい

ては令和５年３月末時点で６７台を所有してい

ます。 

議員がお尋ねの通信傍受機器については通信

傍受法で特定電子計算機と定められており、令

和４年度決算において、この機器に関する購入

費やリース料は生じていません。また、県警察

において、そうした機器の所有もありません。 

甲斐刑事部長 ２点目の、犯罪捜査の目的で衛

星画像の購入を警察庁に依頼したか否かという

点ですが、この点については以前、同様の質疑

に警務部長や私から御説明しているとおりで、

捜査活動に支障を及ぼすおそれがあるため、答

弁は差し控えます。 

堤委員外議員 リース料については分かりまし

た。そういう状況であるということね。捜査上

の使用方法は言わないのでしょうからね。それ

はそれでいいです。 

もう一つ、商業衛星の問題について、例えば

どういう場合にこれを活用するのか。衛星だか

ら車の移動とかになるのかなと思いますが、ど

うもぴんとこない。私たちも携帯電話とか持っ

ていて、当然電波が発信されているから識別で

きると思うんだよね。衛星で捜査するかは分か

らないけれども、そうした場合も結局この衛星

を使うことになるのですか。そこら辺は、一般

的で結構ですが、どういう場合にそれが使える

のか教えてください。 

甲斐刑事部長 議員がお尋ねの衛星画像に関し

て、警察庁が某新聞社に対して全国警察の衛星

画像の購入実績を回答していることは承知して

います。警察庁が回答しているもののうち、衛

星画像の活用の使途を明らかにしているものは

河川の氾濫だったり道路斜面の崩壊だったり、

自然災害に関するもののみで、犯罪捜査に関す

るものは都道府県名すら回答していません。お

尋ねの趣旨は分かりますが、どういったことに

衛星画像を活用するのかについては犯罪捜査に

支障を及ぼすおそれがあるので、答弁は差し控

えます。 

後藤副委員長 それでは本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 別にないので、これで質疑を終

了します。 

 これをもって警察本部関係の審査を終わりま

す。執行部はお疲れ様でした。 

 これより内部協議に入るので、委員はお残り

ください。 
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  〔警察本部、委員外議員退室〕 

 

後藤副委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの警察本部の審査における質疑等を

踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと思

いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映さ

せるべき意見や要望事項等があればお願いしま

す。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 特にないので、審査報告書案の

取りまとめについては、本日の審査における質

疑を踏まえ、委員長に御一任いただきたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 それではそのようにします。 

 以上で警察本部関係の審査報告書の検討を終

わります。 

 以上で、本日の審査及び１０日から行ってき

た部局別審査日程は終わりました。 

この際ほかに何かありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 ここでお諮りします。 

審査の取りまとめについては、本日までの委

員会審査における執行部との質疑などを踏まえ、

正副委員長で協議の上、委員会審査報告書の案

を作成し、１１月２日の委員会においてお諮り

したいと考えていますがよろしいでしょうか。 

〔「異議なし」と言う者あり〕 

後藤副委員長 それでは、委員長とともに準備

を進めます。 

次回の委員会は１１月２日、木曜日の午前１

０時から第３委員会室で開きます。 

以上をもって、本日の委員会を終わります。 

お疲れ様でした。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


